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第１章 計画策定にあたって 

１ 計画策定の背景と趣旨 

全国的に少子化が進む中、出生率の低下等に伴い、人口推移は現在の傾向が続けば、

５０年後には日本の総人口が１億人を割り、１年間に生まれる子どもの数も現在の半

分以下の５０万人を割るものと推計されています（国立社会保障・人口問題研究所）。 

また、ライフスタイルの多様化により、未婚化・非婚化が進行するだけでなく、仕事

と子育てを両立できる環境の整備が必ずしも十分でないことなど、若い世代における

結婚・出産・子育ての希望がかなわない現状が影響していることがうかがわれます。 子

どもは、未来を創る力であり、安心して子どもを産み、育てることのできる社会の実

現は、地域全体で取り組むべき最重要課題の一つです。  

揖斐川町においては、次世代育成支援対策推進法に基づき平成１７年３月に「揖斐

川町次世代育成支援地域行動計画」（前期計画）、平成２２年度には、「揖斐川町次世代

育成支援地域行動計画」（後期計画）を策定し、子育てしやすい地域づくりを目標に、

様々な分野の施策を総合的に推進してきました。しかし、子育てをめぐる環境は十分

とはいえず、家族構成や地域のつながりの変化などによって、子育てに不安や孤立感

を感じる保護者は少なくありません。 

このような現状・課題に対応し、すべての子どもに良質な育成環境を保障し、子ど

も・子育て家庭を社会全体で支援することを目的として、平成２４年８月に「子ども・

子育て関連３法」が成立し、平成２７年４月から「子ども・子育て支援新制度」がス

タートします。 

「子ども・子育て支援新制度」では、「子どもの最善の利益」が実現される社会を目

指すとの考えを基本に、制度、財源を一本化して新しい仕組みを構築し、幼児期の子

どもの教育・保育の総合的な提供、保育の量的拡大・確保、教育・保育の質的改善、

地域の子ども・子育て支援を総合的に推進していくこととしています。 

そこで揖斐川町では、「揖斐川町次世代育成支援地域行動計画」で行われてきた事

業との整合性を図りながら、子ども・子育て支援新制度の目的や意義を踏まえ、子ど

も・子育て家庭への支援に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、平成２７

年度から３１年度までの５か年を計画期間とした、「揖斐川町子ども・子育て支援事業

計画」（以下、本計画という）を策定します。 
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【国の動きと揖斐川町の取り組み】 

 国 の 動 き 揖斐川町の取組み  

平成 ２年度 ・1.57 ショック  

平成 ６年度 ・エンゼルプラン策定  

平成 ７年度 ・緊急保育対策 5か年事業（～H11 年度）  

平成 11年度 ・新エンゼルプラン策定  

平成 13年度 ・仕事と子育ての両立支援等の方針（待機児

童ゼロ作戦等）閣議決定 

 

平成 15年度 ・次世代育成支援対策推進法制定 

・少子化社会対策基本法施行 

 

平成 16年度 ・少子化社会対策大網閣議決定 

・子ども・子育て応援プラン少子化社会対策

会議決定 

・６町村が合併し、新「揖斐川町」 

 

平成 17年度  ・揖斐川町次世代育成支援地域行

動計画（前期計画）策定 

平成 18年度 ・新しい少子化対策について少子化社会対策

会議決定 

・認定こども園制度スタート 

・保育園から幼児園として事業実

施 

平成 19年度 ・「子どもと家族を応援する日本」重点戦略

少子化社会対策会議決定 

 

平成 20年度 ・新待機児童ゼロ作戦について厚労省発表  

平成 21年度  ・揖斐川町地域福祉計画策定 

平成 22年度 ・子ども・子育てビジョン閣議決定 

・子ども・子育て新システム検討会議 

・揖斐川町次世代育成支援地域行

動計画（後期計画）策定 

平成 23年度  ・揖斐川町第１次総合計画後期計

画策定 

平成 24年度 ・子ども・子育て関連３法公布 

・子ども・子育て新システムの基本制度少子

化社会対策会議決定 

 

平成 25年度 ・子ども・子育て会議設置 子ども・子育て会議設置 

アンケート調査実施 

平成 26年度  子育て支援事業計画策定 

平成 27年度 子ども・子育て支援新制度スタート 

  

  



第１章 計画策定にあたって 

3 

２ 計画の位置づけ 

本計画は、子ども・子育て支援法第６１条に基づく「市町村子ども・子育て支援

事業計画」として位置づけます。国より示された「子ども・子育て支援法に基づく

子ども・子育て支援事業計画の基本指針」に基づき、揖斐川町が取組むべき方策と

達成しようとする目標や実施時期を明らかにし、計画的に取組みを推進します。 本

計画の策定にあたっては、揖斐川町総合計画や関連の分野別計画との整合、連携を

図ります。 

また、次世代育成支援対策推進法が改正され、法律の有効期限が１０年間延長さ

れたこと（平成３７年３月３１日まで）から、同法第８条の規定に基づく「市町村

行動計画」に位置付けられます。本町においては、今後５か年の保育ニーズに対応

したより実効的な事業計画とするため、揖斐川町次世代育成支援地域行動計画〈後

期〉を踏まえつつ、引き続き揖斐川町子ども・子育て支援事業計画で推進していく

事業と、各分野別の個別計画で推進していく事業を分類した上で、本町における子

ども・子育て支援事業を総合的に推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この計画の推進にあたっては、総合計画をはじめ、関連する各計画との連携を考慮し

ながら、揖斐川町次世代育成支援地域計画との整合性を図りながら、新たな課題や環

境の変化にも対応できるよう柔軟に計画を進めるものとします。 

揖斐川町子ども子育て支援事業計画 

整合 整合 

揖斐川町地域福祉計画 

揖斐広域連合高齢者福祉計画・介護保険
事業計画 

揖斐川町障害者計画 

揖斐川町障害福祉計画 

揖斐川町次世代育成支援地域行動計画（後期） 

平成２２年度～ 

 
揖斐川町次世代育成支援地域行動計画（前期） 

平成１７年度～ 

整合 

 揖 斐 川 町 総 合 計 画 

男女共同参画プラン 

整合 

整合 
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３ 計画の期間 

本計画に関しては、平成２７年度～平成３１年度の５か年を計画期間として設定し

ます。 

 

 

 

 

 

４ 計画の策定体制 

本計画の策定にあたっては、子どもの保護者や子育て支援に関する関係機関・団体

の代表者、有識者などからなる「揖斐川町子ども・子育て会議 」を設置し、検討を行

ったほか、町内の子育て家庭の「意向調査」を実施し、今後見込まれるニーズを把握

し、本計画の策定に反映させました。 

●策定過程 

平成２５年度 １０月 第１回 

子ども子育て会議 

子ども・子育て支援制度の概要 

ニーズ調査票検討 

１２月  ニーズ調査実施 

３月 第２回 

子ども子育て会議 

調査結果の報告 

 

平成２６年度 ９月 第１回 

子ども子育て会議 

調査結果報告 

量の見込みの検討 

条例化内容の報告 

１２月 第２回 

子ども子育て会議 

量の見込みの検討 

事業計画案の検討 

２月 第３回 

子ども子育て会議 

事業計画案の検討 

３月 第４回 

子ども子育て会議 

事業計画最終案承認 

●ニーズ調査の実施 

計画策定にあたり、就学前児童及び小学生を持つ保護者の保育等子育て支援サービ

スに対するニーズを把握するため、就学前児童及び小学生を対象に「揖斐川町子ども

支援に関するニーズ調査」を実施しました。 

25 26 27 28 29 30 31 

ｱﾝｹｰﾄ調査 計画策定 

事業計画対象年度 

計 画 策 定 期 間 
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【調査実施概要】 

（１） 実施期間 

平成２５年１２月６日～１２月２０日 

（２） 調査対象 

町内在住の就学前児童（０歳児～５歳児）及び小学生を対象に、当該対象

児童とし、その保護者に調査票記入を依頼。 

区分 対象世帯 配布数（人） 回収数（人） 回収率（％） 有効回収数（人） 有効回収率（％） 

就学前児童 960 709 499 70.3 499 70.3 

小 学 生 1130 825 711 86.2 699 84.7 
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第２章 子育て環境を取り巻く現況 

１ 人口と世帯の状況 

（１）人口構造 

本町における人口構

造は、年少人口が少なく

老年人口が多い「つぼ型」

と言われる傾向がみられ、

かつ、２０～３０代の生

産年齢人口が少ないため

「ひょうたん型」と言わ

れる特徴になっています。

これは、労働者の都市部

への流出と少子高齢化の

傾向が顕著である地方農

村部に多くみられる特徴

と言われています。 

 

 

平成 26 年３月末現在 

（２）人口の推移 

総人口の変化は、最近５

年間で２，１６４人減少し

ていますが、減少傾向は

年々少なくなっています。 

 

   

 

 

 

出典：岐阜県人口動態統計調査 
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（３）年齢別３区分別人口の推移 

最近５年間の年齢層別人口の変化は、全体的には、減少傾向を示しています。

年齢層別の変化は、１５歳未満の人口で、毎年１００人前後で減少傾向を示してい

るのに対して、１５歳か

ら６４歳の人口層で毎年

４５０人前後で減少傾向

を示しています。また、

６５歳以上の年齢層は、

平成２３年まで減少して

いましたが、その後増加

傾向を示しており、少子

高齢化の傾向を示してい

ます。 

    出典：岐阜県人口動態統計調査 

（総人口には年齢不詳が含まれるため、各年齢層合計とは不整合） 

 

今回の子育て支援事

業の対象である幼児や

小学生を含む若年層の

年齢層別（０歳～１７歳、

３歳毎の集計）人口の変

化に関しても、最近の傾

向を整理しました。 

 

 

 

 

 

 

出典：岐阜県人口動態統計調査 

 

3,015 2,841 2,747 2,673 2,549

14,488 13,824 13,511 13,053 12,607

7,176
7,086 7,055 7,164 7,329

24,679
23,784 23,345 22,920 22,515

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

0～14歳 15～64歳 65歳以上 総数

平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年

１５～１７歳 673 677 700 666

１２～１４歳 682 668 648 662

９～１１歳 666 633 633 578

６～８歳 589 596 556 547

３～５歳 557 523 534 483

０～２歳 469 439 404 382

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

人

年齢層別人口（0歳～17歳）



第２章 子育て環境を取り巻く現況 

8 

（４）出生率の経年変化 

出生者数は、平成２２年以降、約１２０人～１３０人で推移しており、ほぼ

横ばいの状況です。 

 

出典：岐阜県人口動態統計調査 

（各年データ：前年の１０月１日～９月末日） 

出生率に関して、国及び県と比較してみると揖斐川町の出生率は、やや低い

率を示していますが、ほぼ横ばい状況となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※国・岐阜県・揖斐川町の出生率  資料：人口動態統計 

出生率とは、当該年における「出生数／総人口」に 1000 をかけたもの（人口千人対） 
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（５）自然動態  

 自然動態は、少子高齢化を反映し、出生数がほぼ横ばい状態で、死亡率が増加し

ており、自然増減は、減少傾向を示しています。 

 

資料：岐阜県統計年鑑     

 

（６）婚姻・離婚件数の推移 

  ①婚姻・離婚件数の推移 

   「婚姻件数」「離婚件数」に関して、最近の動向を見てみると、ほぼ横ば

い状況となっています。 

 

 

 

   

 

 

 

 

資料：岐阜県人口動態統計     
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②未婚率の推移 

 男女別で、年齢層別の未婚は、年齢層が若いほど、未婚率が高い傾向を示

していますが、経年的な変化は、20～24 歳がほぼ横ばい状態で推移している

のに対して、他の年齢層は、やや高くなる傾向を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査          
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２ 就業状況 

（１）男女別就業状況 

男女別就業者数の推移は、減少傾向を示しています。 

 

資料：国勢調査         

 

（２）産業分類別就業状況 

産業分類別就業状況に関して男女別に、男女ともサービス業等の第３次産業

が高く、男性は、第２次産業も高い傾向を示しています。農業や林業の第１次

産業に関しては、男女とも１０％以下となっています。 

 

資料：国勢調査 
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３ 子育て支援事業の状況 

（１）幼児園及び幼稚園の入所状況 

本町には、公立幼児園が１０施設あります（脛永地区の園児は池田町にあ

る組合立養基保育園に含まれます）。幼児園等入所数はやや減少傾向にあり

ます。 

幼児園 定員 平成 22年 平成 23年 平成 24年 平成 25年 

きたがた幼児園 60 55 56 59 47 

や ま と幼児園 90 79 76 81 80 

い    び幼児園 110 101 91 87 77 

きよみず幼児園 45 38 37 35 38 

お じ ま幼児園 90 88 83 80 76 

たにぐみ幼児園 90 44 54 86 73 

な が せ幼児園 - 24 27 - - 

か す が幼児園 30 23 13 10 ８ 

く    ぜ幼児園 30 15 15 16 15 

ふじはし幼児園 20 6 4 5 5 

さかうち幼児園 - - - - - 

合計 565 473 456 459 419 

※ながせ幼児園はＨ２４より、たにぐみ幼児園に統合 （４月現在） 

 

保育園 定員 平成 22年 平成 23年 平成 24年 平成 25年 

養基保育園 ― 44 44 36 31 

本町内（脛永地区）のみ 

 町内の幼稚園は、私立幼稚園の揖斐幼稚園１園です。 

幼稚園 定員 平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年 

揖斐幼稚園 ― 101 101 103 93 

 （５月現在：揖斐川町在住者） 
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（２）小中学生の状況 

小学生の経年変化は、全学年の合計で、減少傾向を示しています。中学生

も僅かですが減少傾向となっています。 

小学校児童数の推移 
   

単位：人 

区分 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 特支 計 

平成２２年 181  206  192  233  199  226  16  1,253  

平成２３年 194  184  204  192  231  196  21  1,222  

平成２４年 160  197  183  201  189  230  22  1,182  

平成２５年 180  158  194  180  198  189  17  1,116  

  
各年５月１日現在。養基小学校は本町内分（脛永地区）を加算 

 
小学校別児童数 

 
区分 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 特支 計 

揖斐小学校 22  33  29  36  37  34  7  198  

大和小学校 32  22  23  33  16  27  3  156  

北方小学校 22  25  24  17  28  17  0  133  

清水小学校 15  13  18  27  19  26  0  118  

小島小学校 32  41  22  45  33  40  0  213  

谷汲小学校 26  22  19  15  19  26  3  130  

春日小学校 2  5  5  7  5  7  0  31  

坂内小学校 0  1  1  1  1  0  0  4  

計 151  162  141  181  158  177  13  983  

養基小学校 11  20  19  13  22  22  3  110  

合計 162  182  160  194  180  199  16  1,093  

平成２６年５月１日現在。養基小学校は本町内（脛永地区）のみ 
 

中学校児童数の推移 
 

単位：人 

区分 １年 ２年 ３年 特支 計 

平成２２年 203  223  238  4  668  

平成２３年 223  204  220  4  651  

平成２４年 189  226  202  8  625  

平成２５年 227  191  221  9  648  

   
各年５月１日現在 

 
中学校別児童数 

区分 １年 ２年 ３年 特支 計 

揖斐川中学校 112  147  129  2  390  

北和中学校 43  53  42  2  140  

谷汲中学校 26  22  20  7  75  

坂内中学校 3  3  2  0  8  

合計 184  225  193  11  613  

   
平成２６年５月１日現在。 
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（３）子育て支援事業 

①  一時預かり 

保護者の冠婚葬祭や傷病などの緊急時などにおける育児を支援するため、未就園

児童の一時預かりを行います。 

実利用人数は、やや減少していますが、平成 24年、平成 25 年ではほぼ横ばい

状況となっています。 

② 未満児保育 

未満児保育を支援します。 

幼児園 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

きたがた幼児園 10 12 13 7 

や ま と幼児園 18 13 14 14 

い    び幼児園 19 19 15 21 

きよみず幼児園 7 8 6 9 

お じ ま幼児園 12 13 11 18 

たにぐみ幼児園 9 11 14 11 

な が せ幼児園 2 6 - - 

か す が幼児園 2 1 1 1 

く    ぜ幼児園 4 2 3 5 

ふじはし幼児園 2 2 1 1 

合計 85 87 78 87 

※ 3（１）幼児園及び幼稚園の入所状況の内数です。 

 

 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

実利用人数(年間) 155 128 78 54 

延べ利用人数（×12 ヶ月） 

３歳未満児・４時間迄 
251 131 63 64 

延べ利用人数（×12 ヶ月） 

３歳未満児・８時間迄 
333 288 193 17 

延べ利用人数（×12 ヶ月） 

３歳以上児・４時間迄 
44 15 28 65 

延べ利用人数（×12 ヶ月） 

３歳以上児・８時間迄 
64 156 57 19 

合  計 692 590 341 165 



第２章 子育て環境を取り巻く現況 

15 

③ 時間外保育（延長保育） 

通常保育時間は午前８時３０分から午後４時３０分までとし、その前後や土曜

日など、保護者の就労形態に合わせた保育を実施しています。朝は午前７時３０

分から午前８時３０分、夕方は午後４時３０分から午後６時３０分、土曜保育（や

まと幼児園で実施）は午前７時３０分から午後６時３０分までの時間内で実施し

ています。平日の午前７時３０分～午後６時３０分までの預かりは平成２４年度

で１７０名、平成２５年度で１７６名の利用があります。また、土曜保育は平成

２４年度で６８６名、平成２５年度で７７３名の利用となっております。 

午後６時３０分から午後７時までの延長保育はいび幼児園にて実施しておりま

す。 

 【延長保育実利用者数】 

平成２２年度 いび幼児園 22 人 

平成２３年度 いび幼児園  9 人 

平成２４年度 いび幼児園  9 人 

平成２５年度 いび幼児園  9 人 

※延長保育はいび幼児園にて午後 6 時 30 分から午後 7 時で実施 

④ 障がい児保育 

集団保育が可能な中程度の障がい児の保育を実施します。 

年度により利用人数の違いはありますが、6 人～9 人の利用者があります。 

平成２２年度 やまと １人、 いび ３人、おじま 2 人 

くぜ 1 人、 ながせ １人、       合計 ８人 

平成２３年度 きたがた 1 人、やまと 2 人、いび 2 人、 

ながせ １人                合計 ６人 

平成２４年度 きたがた 1 人、やまと 2 人、 いび 2人、 

きよみず 1 人、たにぐみ 2 人、くぜ 1人 合計 ９人 

平成２５年度 やまと  3 人、いび 2 人、 きよみず 1 人、 

たにぐみ ２人、くぜ 1 人         合計 ９人  
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⑤ 広域保育   

保護者の勤務地により保育時間内に送迎できない場合、その勤務地の市町村の保

育所（園）で保育の相互受け入れを行います。 

平成 22 年度 
【広域入所措置状況】 

 委託 １３人     受託        １０人 

平成 23 年度 
【広域入所措置状況】 

 委託 1７人     受託        １４人 

平成 24 年度 
【広域入所措置状況】 

 委託 1４人     受託         ９人 

平成 25 年度 
【広域入所措置状況】 

 委託 12 人     受託        １１人 

   

⑥ 放課後児童クラブ（揖斐川町留守家庭児童教室）  

平日の放課後や夏休みなどの長期休業期間中に、保護者の就労などにより、家庭

での養育が困難な小学生に対し、家庭に代わる生活の場を確保し、適切な遊びや集

団活動、生活指導を通じて児童の健全育成を図ります。 

平成２２年から、利用者は増加傾向を示しています。（前年度の 8％から18％

増加傾向となっています。） 

  

平成 22 年度 

開設場所 5 か所      （平日計：６２人  夏休計：４５人） 

〔平 日〕揖斐 1０人、大和1７人、北方 4 人、清水1３人、小島 1８人 

〔夏休み〕揖斐１０人、大和 4 人、北方 ８人、清水１０人、小島１3 人 

平成 23 年度 

開設場所 5 か所      （平日計：６７人  夏休計：８９人） 

〔平 日〕揖斐 15 人、大和21 人、北方 ５人、清水１０人、小島 1６人 

〔夏休み〕揖斐１９人、大和１２人、北方 1２人、清水１7 人、小島２９人 

平成 24 年度 

開設場所 5 か所      （平日計：７５人  夏休計：８９人） 

〔平 日〕揖斐 16 人、大和17 人、北方 ９人、清水1４人、小島１9 人 

〔夏休み〕揖斐 2７人、大和1１人、北方１０人、清水21 人、小島２0 人 

平成 25 年度 

開設場所 5（６）か所   （平日計：９０人  夏休計：１００人） 

〔平 日〕揖斐 1９人、大和２１人、北方 1４人、清水1５人、小島 2１人 

〔夏休み〕揖斐１6 人、大和15 人、北方１1人、清水１7 人、小島２7 人、谷汲１０人 
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４ 子ども子育て支援事業計画に関する意向調査結果 

揖斐川町における子育て支援事業に関するニーズ調査結果から次のような項目

が特性として整理できます。 

●子育て家庭におけるニーズの多様性 

緊急時や日常的に祖父母等の親族あるいは友人へ預ける先がある家庭と、

子育ての相談や緊急時等にも頼れる先のない家庭があります。殆どの保護者

は預ける先があると回答され、頼れる先がない回答は少数となっていますが、

預ける先がある保護者は身体的・精神的負担を預け先へ心配される場合が見

受けられます。子育て家庭の支援として、このような家庭の現状を踏まえ、

適切な支援事業の実施が求められます。 

■就学前児童 

 

 

 

 

 

 

 

■小学生 

※ 

 

 

 

 

 

 

 

※上記の２つのグラフは、回答が複数回答となっているため、合計は 100％

以上となっています。 
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フルタイムで就労し

ており、産休・育

休・介護休業中で

はない

18.2% フルタイムで就労し

ているが、産休・育

休・介護休業中で

ある

5.8%

パート・アルバイト

などで就労してお

り、産休・育休・介

護休業中ではない

32.9%

パート・アルバイトな

どで就労している

が、産休・育休・介護

休業中である

1.0%

以前は就労してい

たが、現在は就労

していない

38.9%

これまで就労した

ことがない

2.0%

無回答

1.2%

(n=499)

主に子育てに関わっている母親の就労状況は、就学前の児童で約 18％、小

学校の児童では約 26％の母親がフルタイムでの就労、就学前の児童で約 33％、

小学校の児童では約 49％の母親がパートタイム勤務という状況でした。しか

し、就学前の児童の母親で現在仕事をしていない人も、子どもが３歳・６歳

等の入園、入学時を境に就労希望がみられます。子育て事業に関わるニーズ

は、母親の就労環境を把握したうえで支援事業に反映していく必要がありま

す。 

■母親の就労状況   

【就学前児童】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【小学生】 

 

 

  

フルタイムで就労して

おり、産休・育休・介

護休業中ではない

25.6%

フルタイムで就労し

ているが、産休・育

休・介護休業中で

ある

0.9%

パート・アルバイト

などで就労してお

り、産休・育休・介

護休業中ではない

49.0%

パート・アルバイト

などで就労している

が、産休・育休・介

護休業中である

1.1%

以前は就労してい

たが、現在は就労

していない

17.5%

これまで就労し

たことがない

2.0%

無回答

3.9%

(n=699)
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●子育て事業における様々なサービスの提供 

現状での利用状況は、就学前の児童では、幼児園（保育園）及び幼稚園が

中心に利用されています。小学校の児童では、塾や地域の活動が多くみられ

ます。 

土曜・休日の教育・保育の利用希望は、ほぼ毎週及び月に数回利用の合計

で土曜が約 23％、休日が約 11％となっております。幼稚園における長期休

暇期間中の利用希望に関しては、利用希望が、毎日及び週に数日利用の合計

が 50％を超える傾向にあります。 

これらのニーズに適切なサービスを提供していくことが必要となっていま

す。 

 

■日常的に利用されている施設 

（就学前児童）  

  

 

 

 

 

 

 

（小学生） 

  

67.3%

11.4%

20.6%

12.2%

5.0%

3.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

幼児園・保育園

幼稚園

子育て支援センター

保健センター

その他

無回答

(n=499)
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利用する必要

はない

70.7%

ほぼ毎週利用

したい

5.6%

月に１～２回は

利用したい

17.8%

無回答

5.8%

(n=499)

    ■土曜、日曜・祝日における教育・保育事業の利用希望 

  【土曜日】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【日曜・祝日】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

利用する必要

はない

82.6%

ほぼ毎週利用

したい

1.8%

月に１～２回は

利用したい

9.6%

無回答

6.0%

(n=499)
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   【利用希望時間帯】（開始時間） 

 

 

 

 

 

 

 

長期の休暇期間中の教育・保育の事業の希望する開始時間は、「9 時」が最も高く、

終了時間は「15 時」「16 時」が最も高くなっています。 

           （終了時間） 

利用する必要

はない

45.0%

休み期間中は、ほぼ

毎日利用したい 利

用したい時間帯

28.3%

休み期間中

は、週に数日

利用したい

26.7%

(n=499)

1 件

17 件 17 件

15 件

12 件

2件 2 件

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

12 時 15 時 16 時 17 時 18 時 19 時 無回答

1件

5件

27件

30件

1件 2件

0

5

10

15

20

25

30

35

5 時 7 時 8 時 9 時 10 時 無回答

■長期休暇における利用希望（幼稚園利用者） 
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■地域の子育て支援事業について 

 【就学前児童による利用状況について】 

  

 

【就学前児童の主な施設別の認知度・利用状況・利用希望状況】    （ｎ＝499） 

 
Ａ 知っている 

Ｂ これまでに利用 

したことがある 
Ｃ 今後利用したい 

はい いいえ 無回答 はい いいえ 無回答 はい いいえ 無回答 

①子育て支援ｾﾝﾀｰ

相談・親子教室等） 
94.4% 1.0% 4.6% 72.5% 20.0% 7.4% 48.9% 34.9% 16.2% 

②子育て支援ｾﾝﾀｰ

（出前保育） 
88.6% 6.2% 5.2% 46.5% 43.5% 10.0% 32.7% 51.5% 15.8% 

③幼児園・保育園

の一時保育 
86.4% 7.6% 6.0% 18.2% 69.9% 11.8% 31.1% 53.3% 15.6% 

④幼児園等の園庭

等の開放 
86.0% 8.2% 5.8% 51.3% 38.1% 10.6% 40.5% 42.7% 16.8% 

⑤保健ｾﾝﾀｰ（相

談・親子教室等） 
90.2% 4.0% 5.8% 60.5% 30.5% 9.0% 50.7% 32.9% 16.4% 

⑥児童発達支援事

業「ことばの教室」 
62.1% 31.7% 6.2% 8.2% 79.4% 12.4% 20.6% 62.7% 16.6% 

⑦公民館（親子教

室講座等） 
54.7% 38.3% 7.0% 19.6% 68.9% 11.4% 41.9% 42.7% 15.4% 

⑧図書館 

 
92.6% 2.0% 5.4% 71.1% 20.8% 8.0% 81.4% 4.6% 14.0% 
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■放課後児童クラブ（学童保育） 

 【小学生による利用状況について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【小学生の主な施設別の認知度・利用状況・利用希望状況】    （ｎ＝699） 
 

Ａ 知っている 
Ｂ これまでに利用 

したことがある 
Ｃ 今後利用したい 

はい いいえ 無回答 はい いいえ 無回答 はい いいえ 無回答 

①子育て支援センター 

（相談・親子教室等） 
94.0% 3.6% 2.4% 59.8% 33.8% 6.4% 24.9% 62.1% 13.0% 

②保健センター（相談・親

子教室等） 
94.4% 2.7% 2.9% 61.5% 31.8% 6.7% 34.8% 51.5% 13.7% 

③児童発達支援事業「こと

ばの教室」 
79.8% 16.9% 3.3% 9.7% 81.1% 9.2% 8.0% 78.3% 13.7% 

④公民館 

（家庭教育に関する親子教

室講座等） 

76.8% 20.0% 3.1% 45.1% 45.2% 9.7% 46.5% 40.1% 13.4% 

⑤児童館 49.4% 45.9% 4.7% 17.9% 71.2% 10.9% 26.0% 58.8% 15.2% 

⑥図書館 96.7% 1.0% 2.3% 89.4% 4.9% 5.7% 84.5% 4.0% 11.4% 

 

 

 

 

 

 

利用している

9.6%
利用していない

が、できれば今後

利用したい

7.9%

利用していない

し、今後利用す

る予定はない

77.8%

無回答

4.7%

(n=699)
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●病児・病後児に対する対応 

病児・病後児に対しては、母親を中心とした対応（母親が仕事を休んで看

病）がとられています。日常的に祖父母や友人に頼れる環境を有していても、

母親が面倒をみることが多いようです。施設の利用希望としては、病院に併

設されていて、安心して預けられるような施設が求められています。 

■子どもが病気になった時の対応 

 

■子どもが病気になった時預ける場合の施設 

 

 

 

 

 

 

9.0%

55.7%

35.6%

33.9%

1.7%

0.0%

0.3%

1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ア. 父親が休んだ

イ. 母親が休んだ

ウ. 父親又は母親のうち就労していない方が子どもをみた

エ. （同居者を含む）親族・知人に子どもをみてもらった

オ. 病児・病後児の保育を利用した

カ. ベビーシッターを利用した

キ. 仕方なく子どもだけで留守番をさせた

ク. その他

無回答

(n=289)

47.3%

72.7%

10.9%

3.6%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大規模施設（例：幼稚園・幼児園・保育園等）に

併設した施設で子どもを保育する事業

小児科に併設した施設で子どもを保育する事業

地域住民が子育て家庭の身近な場所で保育する事業

（例：ファミリー・サポート・センター等）

その他

無回答

(n=55)
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●育児休業や短時間勤務制度な

どの利用推進 

育児休暇に関しての取得状況

は２７．７％で、取得していない

理由は、預けられる祖父母の存在

と職場の雰囲気や仕事の忙しさ

が要因となっています。今後も制

度の普及に関する広報等、利用促

進を検討していくことが重要と

考えられます。 

 

■育児休暇の取得状況 

■育児休暇を取得していない理由 

 

  

11.0%

1.1%

1.1%

7.7%

1.1%

1.1%

0.0%

0.0%

2.2%

37.4%

16.5%

7.7%

1.1%

1.1%

8.8%

23.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった

仕事が忙しかった

（産休後に）仕事に早く復帰したかった

仕事に戻るのが難しそうだった

昇給・昇格などが遅れそうだった

収入減となり、経済的に苦しくなる

幼児園・保育園などに預けることができた

配偶者が育児休業制度を利用した

配偶者が無職、祖父母等の親族にみてもらえるなど、

制度を利用する必要がなかった

子育てや家事に専念するため退職した

職場に育児休業の制度がなかった

（就業規則に定めがなかった）

有期雇用のため育児休業の

取得要件を満たさなかった

育児休業を取得できることを知らなかった

産前産後の休暇（産前６週間、産後８週間）を

取得できることを知らず、退職した

その他

無回答

(n=91)

働いていな

かった

50.7%取得した（取得

中である）

27.7%

取得していない

18.2%

無回答

3.4%

(n=499)
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■教育・保育環境の充実など子育ての環境や支援に関してご意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育・保育に関して、自由な項目でご意見をいただきました。これを項目

ごとに分類した結果、上記のグラフのような結果となりました。子育て環境

として公園整備等があげられています。担当部局と協議しながら推進してい

きます。また、子育て支援施設に対しての要望も多く寄せられました。庁内

の関係部局と連携しながら、取り組んでいきます。 

 

 

 

 

11

2

13

6

4

4

2

4

4

4

9

8

30

6

4

11

4

2

1

6

5

3

8

5

0 5 10 15 20 25 30 35

幼稚園・保育園等

保育士

子育て支援センター

【保育】一時預かり

【保育】休日保育

【保育】病児・病後児保育

【保育】延長保育

【保育】開始時間

【保育】警報時

【保育】その他

医療・保健

教育

【環境】公園

【環境】その他

障がい児の対応

職場環境

地域

情報の提供

相談支援体制

少子化対策・少子化への対応

助成事業

保育料

アンケートについて

その他
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第３章 計画の基本的な考え方 

計画策定にあたって、法律に基づく基本的な考え方を整理したものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             

  

☆子ども・子育て支援の意義 

 

○子ども・子育て支援は、父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を

有するという基本的認識の下に、家庭、学校、地域、職域その他の社会のあらゆる

分野における全ての構成員が、各々の役割を果たすとともに、相互に協力して行わ

れなければならない。 

○子ども・子育て支援給付その他の子ども・子育て支援の内容及び水準は、全ての

子どもが健やかに成長するように支援するものであって、良質かつ適切なものでな

ければならない。 

 ○子ども・子育て支援給付その他の子ども・子育て支援は、地域の実情

に応じて、総合的か 

   つ効率的に提供されるよう配慮して行われなければならない。 

 

☆子ども・子育て支援法の基本理念（第２条） 

 

○「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指す。 

○全ての子どもや子育て家庭を対象とし、一人ひとりの子どもの健やかな育ちを等し

く保障することを目指す。 

 

子ども・子育て支援法の基本理念及び子ども・子育て支援の意義を踏まえ、平成

２７年～３１年の５年間の計画期間における幼児期の教育・保育・地域の子育て支

援についての需要計画として 

市町村子ども・子育て支援事業計画を策定 
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１ 計画の基本理念 

平成１７年３月に策定した「揖斐川町次世代育成支援行動計画」において、『ふれ

あいが育む子どものほほえみに満ちたまちづくり』を基本理念に掲げ、計画を推進し

てきました。 

この考え方は、本町における子どもの育ちや子育てを支援・応援するうえで、変わ

らないものであると捉え、本計画においても、この考え方を踏襲すべきものであると

考えます。 

『ふれあいが育む 子どものほほえみに満ちた まちづくり』 

   ～ ず っ と 住 み た い ま ち  い び が わ ～ 

 

 

 

 

 

揖斐川町における子ども・子育て支援事業計画における基本的な方向性や考え方を

包括したものとして設定しました。 

「ふれあいが育む 子どものほほえみに満ちたまちづくり」を基本理念とし、すべ

ての子どもが心豊かに育ち、保護者が喜びと生きがいを感じながら子育てできるまち

の実現を目指すとともに、地域全体で子どもや子育て家庭への理解を深め、支えてい

く環境を整えていく必要があります。また、次世代育成支援地域行動計画においても、

念頭におかれた「子どもは未来の担い手」であり、その未来が輝くものであるために

も、将来の夢が育まれるものでなければなりません。 

 

  

本町では、緑豊かな自然の中で、多くの人々の支えとふれあいを通じて、 

人を思いやるこころと健やかな心身を育み、子どもが、親が、地域がつなが 

り、かがやきながら成長していくまちづくりを目指し、推進していきます。 
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２ 計画の基本目標 

子ども・子育て支援事業計画における基本理念を踏まえて、子育て支援事業を実

施していく上で、４つの基本目標を掲げ、総合的な子育て支援施策の展開を図りま

す。 

 

基本目標１ 親と子の学びと育ちを支える環境づくり 

明日の揖斐川町を担う子どもたちが明るい希望を抱き、自分の力でたくましく

育っていけるよう、家庭と学校、地域が一体となって子育て支援を行い、子ども

の立場に立った、夢のあるまちづくりをめざします。また、次世代の親となる子

どもたちに、子どもを生み育てる喜びを伝え、こころあたたかく豊かな人間性を

育てていきます。 

 

 

基本目標２ すべての子育て家庭を支える環境づくり 

親は子育ての最高責任者であり、その責任の重さは計り知れません。それを肩

代わりすることは誰にもできませんが、支えることはできます。すべての親が喜

びを感じながら、安心していきいきと子育てができるよう、多様なニーズに応じ

た保育・子育て支援策の充実を図るとともに、地域の様々な人々が子どもと子育

て家庭をあたたかく見守っていける環境づくりを進めていきます。 

 

 

基本目標３ 健やかに生み育てる環境づくり 

次世代を担う子どもたちが健やかに生まれ育つことは、だれもが抱く共通の願

いです。その実現をめざし、妊娠から出産、学齢期にいたるきめ細やかな母子保

健サービスの提供と小児医療体制の充実に努めます。また、子どもの発達に応じ

た食育の推進、思春期の子どもへの性教育、こころの健康づくりなどに取り組ん

でいきます。 
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基本目標４ 子どもが安全に安心して暮らせる環境づくり 

外で遊ぶ子どもの声は、まちに彩りを与え、活気づかせます。この為、子ども

たちが犯罪や事故・災害の被害者になることなく、安心して快適に暮らせる生活

環境を住民と行政の協働により築いていきます。 
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３ 計画の体系 

基本理念を実現するための構成として、具体的に取り組む施策を体系化し、各項

目に関して担当課が相互に関連しながら事業を実施していきます。 

 

ふ
れ
あ
い
が
育
む
子
ど
も
の
ほ
ほ
え
み
に
満
ち
た
ま
ち
づ
く
り 

基本目標 推進施策 

１ 親と子の学びと育ちを支

える環境づくり 

１ 子どもの健全育成対策の充実 

２ 教育環境の充実 

３ 次世代の親の育成 

２ すべての子育て家庭を支

える環境づくり 

１ 保育・子育て支援策の充実 

２ 地域における子育て支援の充実 

３ 特別な援助を要する子どもへの対応 

４ 仕事と子育ての両立の推進 

５ 子育ての経済的負担の軽減 

６ 子どもと家族の人権を守るための支援 

３ 健やかに生み育てる環境

づくり 

１ 子どもと親の健康の確保と増進 

２ 食育の推進 

３ 小児医療等の充実 

４ 思春期の保健対策の充実 

４ 子どもが安全に安心して

暮らせる環境づくり 

１ 子どもの安全確保 

２ 子育てに配慮した生活環境の整備 
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小児医療等の充実 
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①若い世代の子育ての意識の醸成    ②男女ともに関わる子育ての推進 

③地域の子育て意識の醸成       ④若い世代の自立促進 

①地域活動の推進   ②遊び場の充実   ③地域の歴史・環境教育の推進 

④スポーツ環境の整備  ⑤豊かな感性を磨く活動の充実 ⑥国際意識・理解の促進 

⑤家庭教育支援の充実 

の推進 

①各種手当等の支給   ②保育料・教育費の負担軽減  ③医療費等の負担軽減 

④補装具、日常生活用具費の支給 

①救急医療体制の充実 ②不妊治療、小児医療等への支援 
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第４章 主な子育て関連事業 

ニーズ調査及びこれまでの次世代育成支援行動計画において実施された事業を踏

まえ、現在実施している事業を取りまとめました。 

 

１ 親と子の学びと育ちを支える環境づくり 

（１） 子どもの健全育成対策の充実 

① 地域活動の推進 ② 遊び場の充実 ③ 地域の歴史・環境教育の推進 

④ スポーツ環境の整備 ⑤ 豊かな感性を磨く活動の充実 ⑥ 国際意識・理解の促進 

  

① 地域活動の推進 

事業名 事業内容 担当課 

子どもと高齢者の

交流促進 

次の時代を担う子どもたちに、地域の文化・伝統を

伝えていくことは、豊かなまちづくりにつながってい

きます。高齢者がこれまで培ってきた知識・技能や日

本の伝統文化としての昔の遊びを、子どもたちやその

親の世代に伝えるとともに、高齢者に対する思いやり

の心や尊敬の念を深めることができるよう、公民館行

事や地域行事などを中心に、子どもと高齢者が交流で

きる環境を拡充し、多世代間の交流を促進します。 

各小中学校においては、生活科や総合的な学習の時

間の授業で、地域の高齢者を講師として招き、昔の生

活についての体験談のほか、工作や遊びを教えていた

だくなど、幅広く学んでいます。さらに、１人暮らし

の高齢者のお宅を訪問したり、老人介護施設を訪問し

たりする学習も行います。 

子育て支援課 

社会教育文化課 

福祉課 

学校教育課 

自然を生かした体

験活動の充実 

本町は豊かな自然に恵まれています。この豊かな自

然を次の世代に伝えていくために、また、自然を愛す

る心を育むために、各種団体（公民館、学校、幼児園、

幼稚園など）で自然を生かした活動を積極的に実施し

ます。 

各小中学校では、総合的な学習の時間に、米作りや

茶摘み、徳山ダム見学など、揖斐川町の特産物や施設

について学んでいます。また、宿泊体験学習として「ふ

じはし星の家」を活用し、揖斐川町の自然体験をしま

す。 

子育て支援課 

社会教育文化課 

学校教育課 
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事業名 事業内容 担当課 

親子で参加できる

イベント・講座の開

催 

親子が一緒に遊び・学び、他の親子と情報交換する

ことによって、コミュニケーションを図り、親子で楽

しむことができる催し物を積極的に開催します。ま

た、乳幼児から小・中学生の各段階に応じて参加でき

る催し物の企画や実施体制の整備を、地域資源を活用

しながら主体的に推進します。 

各小中学校でも、意図的に親子のふれあいを増やす

よう、日曜参観等で親子スポーツや親子工作など、さ

まざまな活動を工夫していきます。 

子育て支援課 

社会教育文化課 

学校教育課 

子育て講演会・教室

の開催 

子どもの遊ばせ方やしつけなどに悩んでいる家庭

が非常に多くなっています。本来家庭がもつ教育力の

向上を図るため、幼児園、幼稚園、公民館、図書館、

子育て支援センターなどを活用して、子育て講演会・

教室などを開催します。 

子育て支援課 

社会教育文化課 

子どもだけで参加

できるイベント・講

座の開催 

小学生、中学生を対象に、異なる年齢の子どもたち

が交流しながら、子どもだけで参加できる講座などの

充実を図ります。また、子どもたちが自ら企画し、運

営できるイベント等の実施を検討します。 

社会教育文化課 

子ども会の活性化 子どもの手による子ども会活動ができるよう、リー

ダーの育成、活動に関する情報提供などの支援を、子

ども会育成指導者連絡協議会をはじめ関係団体との

連携により図ります。 

社会教育文化課 

ボランティア体験

の充実 

誰もが支え合いの意識をもち、気軽にボランティア

の担い手になれるよう、地域住民や各種団体と協力し

て、子どものボランティア体験機会の充実を図りま

す。 

町をあげて開催するいびがわマラソンでは、全中学

校に役割分担をして、ボランティア体験を実施しま

す。 

社会教育文化課 

学校教育課 

子育て支援課 

② 遊び場の充実 

事業名 事業内容 担当課 

安心して遊ぶこと 

ができる場の確保 

子どもが安心して遊ぶことができる育ちの場、放課

後の子どもたちの居場所、あらゆる世代の健康づくり

の場、地域住民の交流の場として、住民の意見を聞き

ながら町が管理する公園の充実を図ります。 

子育て支援課 

社会教育文化課 

総務課 

建設課 

公民館の活用 子どもが天候に左右されず遊ぶことができ、乳幼児

をもつ親が子どもとともに交流できるよう、公民館の

有効活用を検討します。 

社会教育文化課 

園庭の開放 幼児園、揖斐川子育て支援センターが、通常の開園

中に園庭を開放することで、乳幼児をもつ親子がふれ

あう機会の場を提供します。 

子育て支援課 
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③  地域の歴史・環境教育の推進 

事業名 事業内容 担当課 

地域を知る講座の 

開催 

子どもたちが自分の生まれ育った地域を大切に思

い、暮らし続けたいと思えるよう、地域の伝統文化や

自然環境を学ぶ機会の充実を図ります。子どもたちと

地域の高齢者が遊び等を通して交流できる参加型講

座を開催します。 

子育て支援課 

社会教育文化課 

福祉課 

環境教育の推進 ふるさとの自然を守り次の世代に継承していくこ

とは、そこに住む人々の心のやすらぎを守り続けてい

くことにほかなりません。子どもたちをはじめ、すべ

ての住民が地域の自然環境を大切にする気持ちと世

界的な視野でものを見る力を育むため、社会教育・学

校教育のさまざまな場面で、環境保全への理解や関心

を深める機会をつくります。 

揖斐川町の自然に誇りと愛着をもち，身近な環境に

対して責任をもって行動する態度を育てるために、学

校教育活動に自然体験活動や緑化保全活動を位置付

けていきます。 

第３９回全国育樹祭を契機として、全小学校におい

て、「みどりの少年団」に関わる活動を工夫して展開

し、地域の緑化保全活動やボランティア活動にも主体

的に参加するようにしていきます。中学生について

は、総合的な学習の時間等で、身近にある自然環境へ

の理解や実践活動を積極的に展開していきます。 

社会教育文化課 

学校教育課 

④ スポーツ環境の整備 

事業名 事業内容 担当課 

スポーツ少年団等 

への支援 

少年期のスポーツ活動は、身体の発達や運動習慣の

定着を促すとともに、社会性を養う重要な要素です。 

近年、団員や指導者の減少が進む中、幅広くスポーツ

少年団の活動を支援して、少年期のスポーツ機会の提

供に寄与していきます。 

スポーツ振興課 

生涯スポーツ教室 

等の充実 

町内の中核的体育施設を使用して、幼少期から高齢

者まで幅広い住民を対象に、スポーツ教室を展開して

います。子育ての時期である幼少期においては、それ

ぞれの教室にさらに参加しやすくなるよう、充実を図

ります。 

スポーツ振興課 



第４章 主な子育て関連事業 

37 

 

 

 

 

  

⑤ 豊かな感性を磨く活動の充実 

事業名 事業内容 担当課 

読書活動の推進 ブックスタートだけでなく、本や絵本の読み聞かせ

を通して、言葉を学び、教養や感性を磨き、表現力や

創造力を豊かにするとともに、親子のふれあいを深め

られるよう、揖斐川町の幼児園では保護者会が「幼児

読書委員」を設け、町立図書館から借りてきた本を利

用した、園内での読み聞かせ活動や本の貸し出しなど

の読書活動を推進します。 

また、町立の小中学校では、西濃地区学校図書館教

育賞に参加するなど、学校図書館の整備と児童生徒の

読書習慣の定着に継続的に取り組んでいきます。 

社会教育文化課 

学校教育課 

子育て支援課 

子ども文化・創作活

動の推進 

子どもの豊かな心と感受性を育むため、芸術に親し

んだり、創作活動を行ったりする機会の充実を図りま

す。 

社会教育文化課 

⑥ 国際意識・理解の促進 

事業名 事業内容 担当課 

幼児教育・学校教育

における国際理解

の推進 

外国人との交流を通して、異文化に関する理解を深

め、外国語を介したコミュニケーション能力の育成を

図ります。 

小学校の外国語活動、中学校の英語の授業では、日

本人教師と町の ALT（外国人指導助手）とで授業を行

い、英語に触れることを大切にした学習を展開してい

きます。また、幼児園においても ALT と英語体験を

実施していきます。 

子育て支援課 

社会教育文化課 

学校教育課 

小中学生交流派遣 

事業の充実 

代表として選ばれた小学生を県外（北海道芽室町、

高知県宿毛市）に、中学生を国外（アメリカ合衆国セ

ントジョージ市）に派遣し、親交を深めていきます。

揖斐川町のよさを伝え、他の地域の文化や生活習慣を

学ぶことを通して、児童生徒は広い視野と国際感覚を

身に付けていきます。 

学校教育課 

社会教育文化課 
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（２）教育環境の充実 

① 幼児教育の充実 ② 学校教育の充実 ③ 教育・保育の連携 ④ 相談・支援の充実 

⑤ 家庭教育支援の充実 

  

① 幼児教育の充実 

事業名 事業内容 担当課 

幼児教育の推進 幼児園、幼稚園でともに求められている基礎となる

幼児教育とは、豊かな感性を磨くこと、自主性を育む

こと、健康や基本的な生活習慣、言葉の発達など日常

生活の基礎を身に付けることです。保育内容（教育の

向上、職員研修の充実など）のさらなる充実を通して、

幼児教育の振興を推進します。 

子育て支援課 

創意工夫した幼児

教育の促進 

保育所保育指針や幼稚園教育要領改定に伴い、特色

ある園づくりが大きな課題となっています。地域ごと

に児童の実態や地域資源をふまえて、創意工夫し、特

色のある地域ならではの園づくりを検討します。 

子育て支援課 

② 学校教育の充実 

事業名 事業内容 担当課 

教職員の資質・指導

力の向上 

学校における教育指導を充実させるためには、教職

員の資質・指導力の向上を図ることが重要となりま

す。県教育委員会及び揖斐郡教育研修センターが実施

する各種研修会に加え、地域の実態や学校のニーズに

応じた町独自の研修を実施し、学校の教育水準を保障

できる人材を育成します。 

学校教育課 

特色ある教育活動

の推進 

地域に根ざした学校づくりを推進する上で、児童生

徒の実態や地域の特性を生かした教育活動を展開す

ることが不可欠です。地域の教育資源の活用や ICT 

の利用、早寝早起き朝ごはん運動の推進、学校図書館

教育の充実、言語活用能力の育成、体験活動の充実等、

町独自の教育活動を推進します。 

学校教育課 

道徳教育・人権教育

の充実 

“常識”や“モラル”を身につけることは、『生き

ていくための力』を身につけることといっても過言で

はありません。あらゆる学校教育活動において基本的

な生活習慣や善悪の判断力を培い、人と人とのふれあ

いの中で、道徳性や社会性が自然に身につくように努

めます。また、子どもたちが、お互いをかけがえのな

い存在として尊重し、お互いの個性を認め合う心を育

て、差別や偏見がなくなるよう、学校と地域の連携に

よる人権教育を進めます。 

学校教育課 
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事業名 事業内容 担当課 

特色ある学校づく

りの推進 

学校の特色を最大限活かした活動が推進されるよ

う、「学校提案型教育研究推進」として位置付けて積

極的に支援をしています。例えば、地域の伝統となっ

ている太鼓や踊りなどを継承する活動、地域に残され

ている棚田や茶畑を使った体験活動、自然環境を活か

したスキー学習などがあります。 

学校教育課 

豊かな体験活動の

推進 

自然環境に恵まれた地域資源を積極的に活用し、児

童生徒が地域をフィールドにした体験活動に取り組

み、情操や人間性を豊かにする教育を推進します。 

学校教育課 

③ 教育・保育の連携 

事業名 事業内容 担当課 

幼児教育に関する

交流 

異なる制度のもとで幼児教育に関わってきた幼児

園、幼稚園及び小学校の情報を共有できる体制をつく

ります。 

子育て支援課 

学校教育課 

福祉教育の充実 高齢者や障がい者との交流活動や体験学習等を通

して、児童・生徒の福祉への関心を高めていく必要が

あります。このため、幼少期から福祉教育の充実を図

るため、各園・小学校が施設訪問や行事などを通して、

地域の高齢者や障がい者とのふれあい活動などの交

流活動を推進します。 

子育て支援課 

社会教育文化課 

学校教育課 

福祉課 

交流研修会の開催 保育士や幼稚園、小学校の教諭が同じ場で教育の方

向性について話し合ったり、情報を交換したりできる

交流研修会の開催を充実します。 

子育て支援課 

学校教育課 

学校間及び校種間

の連携強化 
本町は合併によって広域となり、町内各地域に幼児

園、幼稚園と小学校、中学校、県立学校などが設置さ

れています。各園・学校が相互に交流したり連携を強

化したりすることを通して、園児、児童生徒がふれあ

いを深め、健全育成に取組みます。 

 小中学校を通して単学級である谷汲中と坂内中で

は、小学校との連携により、小中での異年齢集団活動

を通して集団を学ぶことに力を入れていきます。一部

の教職員が小中学校兼務として勤め、両方で授業を行

うことで、教科の授業を充実させていきます。 

 さらに、揖斐高等学校と各中学校とが連携して、揖

斐高等学校の先生が中学校３年生に助言する学習面

談や、夏休みに揖斐高等学校で開催される高等学校の

先生による授業や体験学習等を通して、中学生が将来

の目標や見通しをもてるようにしていきます。 

子育て支援課 

学校教育課 
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④ 相談・支援の充実 

事業名 事業内容 担当課 

いじめや不登校な

どへの対応 

子どものこころの問題は、学校だけではなく地域全

体で取り組むべき問題です。学校、家庭、自治会、子

ども相談センター等、関係機関が協力し取組みます。

また、スクールカウンセラー等による相談体制の充実

に努めます。 

 中学生教育委員会における「生徒会サミット宣言」

や、各学校で人権週間に合わせて毎年行う「ひびきあ

いの日」の取組みなど、児童生徒の目線でも、みんな

がお互いを思いやって学校生活を送ることができる

よう工夫していきます。 

学校教育課 

各種相談機関の充

実 
いじめや不登校などの悩みに関する相談に応じ、そ

の解消を図るため教育相談、適応指導教室の充実に努

めます。 

学校教育課 

⑤ 家庭教育支援の充実 

事業名 事業内容 担当課 

家庭教育学級の開

催 

 

 

 

少子高齢化、地域のつながりの希薄化などにより孤

立しがちな親の子育て不安・悩みの解消のため、公民

館、幼児園、小中学校と連携して、親の学びの場及び

仲間づくりの場となる家庭教育学級を開催します。 

社会教育文化課 
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（３）次世代の親の育成 

① 若い世代の子育て意識の醸成 ② 男女ともに関わる子育ての推進 

③ 地域の子育て意識の醸成 ④ 若い世代の自立促進 

① 若い世代の子育て意識の醸成 

事業名 事業内容 担当課 

中高生の保育体験

の促進 

乳幼児を対象とした事業でのふれあい体験や幼児

園、幼稚園での保育体験を実施します。保育体験を通

して、乳幼児に関する知識や関心を深めるとともに、

子どもに慕われる喜びを感じたり、感動したりするこ

とができるよう、次世代の親として自立する力を身に

つける支援に努めます。 

子育て支援課 

社会教育文化課 

学校教育課 

性教育の充実 思春期の子どもが、妊娠・出産・育児など子育てに

関する知識や子どもを生み育てることの意義、親にな

ることの大切さを学ぶための性教育等を充実します。 

学校教育課 

親づくりのための

支援 

子どもは幼児園、幼稚園、学校、地域の中で成長し

ていきますが、基本的な生活習慣や常識・マナーなど

を身につけるのは家庭です。しかし、家庭の教育力、

子育て力は弱体化してきており、親づくりのための支

援が必要になっています。このため、中高生による保

育体験、いのちの教室、生涯学習における親であるた

めの講座の開催など、各世代、段階に応じた学習機会

を提供します。 

子育て支援課 

学校教育課 

② 男女ともに関わる子育ての推進 

事業名 事業内容 担当課 

男女共同による子

育て等の推進 

子育てをはじめ介護や家事全般について、性別によ

る役割分担意識にとらわれない男女共同参画の視点

に立った意識を高めるための教育やＰＲを、地域、学

校、職場などさまざまな場において進めます。 

子育て支援課 

学校教育課 

政策広報課 

福祉課 

男性の子育て参加 

の促進 

男性の子育てや家事などへの参加を促すため、男性

を対象とした料理教室や父親も参加できる育児教室

を企画します。 

健康増進課 

「父親の会」の設立

支援 

日頃、学校との関わりが少ない小中学生の父親が、

積極的に子育てや地域行事に参加できるよう、学校行

事や地域の子どもの見守りなどを行う「父親の会」の

設立を支援します。 

学校教育課 
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③ 地域の子育て意識の醸成 

事業名 事業内容 担当課 

地域子育て支援の

協力要請 

地域における子育て支援体制の構築をめざし、子育

て家庭が抱える問題を住民が理解し、地域全体の問題

として捉えられるよう、情報提供や啓発を行うととも

に協力を要請します。 

子育て支援課 

健康増進課 

④ 若い世代の自立促進 

事業名 事業内容 担当課 

若者の自立意識啓

発 
若者が家庭をもたない（もてない）原因の一つに、

自立意識の低下があると考えられます。若者が自分の

力でたくましく生きていくために、職業意識や自立意

識をもてるよう、教育をはじめさまざまな場面で啓発

を行います。 

 

職業体験の充実 在学中から職業意識を形成することは、将来の適切

な職業選択につながります。総合的な学習の時間など

を通して中学生の職業体験を推進し、社会のしくみや

働くことの意義を学ぶ場を設けます。 

学校教育課 

若者の就労支援 公共職業安定所など関係機関と協力して、若者の就

労に関する情報を提供します。 

政策広報課 

商工観光課 
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２ すべての子育て家庭を支える環境づくり 

（１）保育・子育て支援策の充実 

① 特別保育等の充実 ② 緊急時における子育て支援の充実 

③ 保育・子育て支援に関する相談・情報提供の充実 

  

① 特別保育等の充実 

事業名 事業内容 担当課 

低年齢児保育の拡

充 

０～２歳児を対象とした低年齢児保育については、

年度途中の受け入れなど、利用しやすい環境の整備に

努めます。 

子育て支援課 

延長保育の拡充 町内１園において実施していますが、利用者の様々

なニーズの動向を把握しながら、今後他園での延長保

育の実施を検討します。 

子育て支援課 

私立幼稚園の預か

り保育の促進 

利用者ニーズの動向を把握しながら、通常の教育時

間終了後も引き続き園児が過ごせるように、私立幼稚

園の預かり保育を促進します。 

子育て支援課 

一時預かり保育の

拡充 

保護者の疾病、就労、冠婚葬祭等により一時的に家

庭での育児が困難な場合、または育児疲れから育児負

担を一時的に軽減したい場合などに利用できる一時

預かり保育を町内１園において実施していますが、今

後、利用者のニーズの動向を把握しながら、拡充に努

めます。 

子育て支援課 

病児・病後児保育の

推進 

病気中の子どもをもつ保護者を支援するために、医

療機関等と連携を図りながら、町内外の施設を含め広

域で対応できるよう、体制を整備します。 

子育て支援課 

② 緊急時における子育て支援の充実 

事業名 事業内容 担当課 

短期入所生活援助

（ショートステイ）

事業の推進 

保護者の疾病、仕事等によって家庭における児童の

養育が一時的に困難となった場合、保護者の暴力等に

より緊急一時的に家庭外での児童の保護を必要とす

る場合など、利用者ニーズに対応できるよう、関係機

関などと連携強化を図ります。 

子育て支援課 

学校教育課 
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事業名 事業内容 担当課 

夜間養護（トワイラ

イトステイ）事業の

推進 

保護者の仕事等の事由によって、恒常的に帰宅が夜

間に亘る場合や休日に不在の場合等で児童に対する

生活指導や家事等に困難を生じている場合には、その

児童を実施施設において保護し、生活指導・夕食を提

供するなど、利用者のニーズに対応できるよう、関係

機関などとの連携強化を図ります。 

子育て支援課 

学校教育課 

③ 保育・子育て支援に関する相談・情報提供の充実 

事業名 事業内容 担当課 

相談体制の充実 子育て家庭における育児不安や孤立感を解消する

ためには、身近なところに気軽な相談相手や相談窓口

があることと同時に、専門性を備えた信頼できる相談

機関が求められます。子育て全般、子どもの発達、教

育など様々な相談に的確に対応できるよう、幼児園、

幼稚園、子育て支援センター、保健センター、学校等

の相談体制の強化・連携を図ります。 

子育て支援課 

学校教育課 

健康増進課 

インターネットに

よる情報提供 

子育てに関する情報が、いつでも、どこでも簡単に

得られるように、子育て支援ホームページを充実させ

ます。 

子育て支援課 

健康増進課 

子育て情報ガイド

ブックの作成 

子育てに関する本町の広範な情報が得られるよう

に、福祉、教育、保健、医療など多様な分野にわたる

情報をまとめたガイドブックを作成します。 

子育て支援課 

福祉課 

健康増進課 

学校教育課 

住民課 

総務課 

社会教育文化課 
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（２）地域における子育て支援の充実 

① 子育て支援センターの充実 ② 留守家庭児童教室の充実 

③ 住民主体の子育て支援 

  

① 子育て支援センターの充実 

事業名 事業内容 担当課 

揖斐川子育て支援

センターの充実 

幼少期の親子が安心して過ごせる場、仲間づくりが

できる場、育児相談、子育て支援に関する情報提供の

できる場として、揖斐川子育て支援センターは、地域

における子育て不安解消のための重要な拠点です。住

民が気軽に利用できるよう、環境の整備や内容の充実

を図ります。 

子育て支援課 

揖斐川子育て支援

センターの事業内

容の充実 

地域の幼児園や公園などへ、おもちゃ等をもって出

向き、遊びの場の提供や育児相談を行う出前保育の充

実、私立幼稚園との子育て支援の連携、子育てサーク

ルやリーダーの育成などに努めます。 

また、未就園児の保護者に対する育児相談や子育て

支援に関する情報提供の充実を図ります。 

子育て支援課 

公民協働の地域子 

育て支援体制の推

進 

 地域の私立幼稚園が行う相談事業、地域開放事業を

はじめ民間の地域子育て支援活動への支援・連携を強

化し、公民協同の地域子育て支援体制を推進します。 

子育て支援課 

② 留守家庭児童教室の充実 

事業名 事業内容 担当課 

留守家庭児童教室

の拡充 

留守家庭児童教室は、現在６小学校区に開設してい

ますが、各地域のニーズの動向を把握しながら未実施

の小学校区での開設を検討します。 

子育て支援課 

学校教育課 

留守家庭児童教室

の内容充実 

開設日や受入時間の拡充など利用者のニーズに応

じた内容の充実を図ります。 

子育て支援課 

学校教育課 
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③ 住民主体の子育て支援 

事業名 事業内容 担当課 

子育てサロンへの

支援 
地域住民、ボランティアなどが主体となって運営す

る子育てサロンの開設を推進します。また、おもちゃ

の貸し出しや会場提供などを行い、継続的な活動を側

面的にサポートします。 

子育て支援課 

子育てサークルの

ネットワーク化 

子育てサークル間のネットワーク化を図り、情報の

共有化や交流会の実施などを通して活動の活性化を

図ります。 

子育て支援課 

子育て支援ボラン

ティアの育成 

子育てサロンにおける相談や、母子保健事業への協

力、イベント開催時における託児等、子育て支援にか

かわるボランティアを呼びかけるとともに、その活動

を支援します。 

子育て支援課 

ファミリー・サポー 

ト・センター事業の

推進 

援助を受けたい人と援助を行いたい人との相互援

助活動を、町内だけではなく、広域的に実施できるよ

うに推進します。 

子育て支援課 
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（３）特別な援助を要する子どもへの対応 

① 障がいのある子どもの保育・教育の充実 ② ひとり親家庭の自立支援の推進 

  

① 障がいのある子どもの保育・教育の充実 

事業名 事業内容 担当課 

障がい児保育の充

実 

障がいのある子どもと一緒に保育する統合保育を

推進し、子どもの発達を促進するとともに、相互理解

によるノーマライゼーション理念の浸透を図ります。

また、重度の障がいのある子どもも地域の中で安心し

て保育が受けられるよう、保育士等職員の研修会への

参加や勉強会の開催等により、関係機関との連携を図

りながら、その職員の指導力・専門性の向上を図りま

す。 

子育て支援課 

特別支援教育の充

実 

児童・生徒一人ひとりの教育ニーズに応じて適切な

教育的支援を行う特別支援教育への転換を図り、一人

ひとりの障がいの程度に応じ社会的自立の力を育成

します。また、障がいのある児童・生徒の体験学習、

校外学習等を促進し、社会生活に必要な知識や技能の

習得を積極的に支援していきます。 

各学校において、特別支援教育に必要とする支援員

や補助員などを積極的に配置するなど、通常学級にお

いて支援を要する児童生徒のニーズに応じたサポー

ト体制を充実させていきます。 

学校教育課 
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事業名 事業内容 担当課 

障がいのある子ど

もをもつ保護者へ

の支援 

親の精神的な負担を軽減し、親子が向き合う上で継

続的な心の支援が必要となります。そのため、訪問指

導、相談、ピアカウンセリング等での相談体制や障害

児相談支援事業の充実に努め、子どもの成長段階にお

いて切れ目のない、親子がともに成長できる地域療育

システム体制をはじめとした支援体制の整備を図り

ます。また、親への就労支援を図るため、関係機関と

連携して、タイムケア事業（＝放課後等の一時預かり）

日中一時支援事業、放課後等デイサービスなどの児童

福祉サービスを充実させます。 

年１回、揖斐川町特別支援教育フォーラムを開催

し、特別支援教育に携わる関係者や保護者を対象にし

た講演会や座談会等を開催し、関係機関と保護者の出

会いの場・つながりの場を提供し、障がいのある子ど

もの保護者への直接的なサポートが充実するように

していきます。 

また、年３回定期就学相談会を開催し、専門機関の

担当者や学校の特別支援コーディネーターが相談員

となって、保護者からの相談に応じるようにしていき

ます。 

子育て支援課 

学校教育課 

福祉課 

児童発達支援の推

進 

幼児期は成長するための基礎（土台）づくりとして、

大切な時期ととらえ、子どもの様子や保護者の心配事

などを理解し、内面の発達や人との関わり方など、必

要な支援を保護者と一緒に考え、個別指導・集団指導

など、その子どもに適したプログラムによりサポート

するとともに、各幼児園などとの連携を図りながら、

取り組んでいきます。 

子育て支援課 

障がいのある子ど

もの社会参加 

障がいのある子どもが外出や余暇活動等の社会参

加をするための外出支援として、移動支援事業を充実

させます。 

福祉課 

② ひとり親家庭の自立支援の推進 

事業名 事業内容 担当課 

ひとり親家庭リフ

レッシュ事業の実

施 

ひとり親家庭が求める支援ニーズを的確にとらえ、

母子家庭および父子家庭の親子を中心に、子どもとふ

れあうための交流会やレクリエーションなどの事業

を実施します。 

子育て支援課 

学校教育課 

ひとり親家庭への

就労支援 

ひとり親家庭の自立に向けた支援として、保育サー

ビスの充実、職業訓練の情報提供、関係機関と連携し

た相談体制の強化と就労支援に努めます。 

政策広報課 

子育て支援課 
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（４）仕事と子育ての両立の推進 

① 育児・介護休業制度等の普及促進 ② ワーク・ライフ・バランスの実現の推進 

③育児中の母親の再就職支援 

  

① 育児・介護休業制度等の普及促進 

事業名 事業内容 担当課 

育児・介護休業制度

等の情報提供 

育児・介護休業制度に関する正しい知識や情報の提

供に努めるとともに、企業に対し、育児・介護休業を

取得し職場復帰がしやすい環境整備を要請します。父

親の育児参加を進めるため、男性にも育児休業制度の

取得の周知啓発を推進します。 

政策広報課 

商工観光課 

育児・介護休業を取 

得した人の職場復

帰への支援 

育児・介護休業取得者の代替要員を確保し、育児・

介護休業取得者を現職等に復帰させた事業主に支給

される、育児・介護休業者代替要員確保等助成金など

の制度についてＰＲします。 

政策広報課 

商工観光課 

② ワーク・ライフ・バランスの実現の推進 

事業名 事業内容 担当課 

ワーク・ライフ・バ

ランスの啓発 

国の「ワーク・ライフ・バランス憲章」および「仕

事と生活の調和推進のための行動指針」に基づき、仕

事と生活の調和の実現に向けて、住民、事業所などに

対して、男性の子育てへの参加、事業所の子育て家庭

への支援等について啓発にします。 

政策広報課 

商工観光課 

一般事業主行動計

画の策定支援 

101 人以上の事業主はもとより、100 人以下の

事業主についても、商工会等の関係機関と協力して、

情報提供や相談などを行い、行動計画が策定・推進さ

れるよう働きかけます。 

政策広報課 

商工観光課 

③ 育児中の母親の再就職支援 

事業名 事業内容 担当課 

再雇用・再就職のた

めの情報の提供 

出産や子育てにより一時退職した人の再就職を支

援するために、町内の事業者に対し、育児・介護休業

法に基づく厚生労働大臣の指定法人である（財）２１

世紀職業財団が行う両立支援に関する事業主等に対

する助成金等や相談に関する情報を提供します。 

政策広報課 

商工観光課 

再雇用制度のＰＲ 育児・介護休業制度の定着をはじめとする環境整備

を働きかけるとともに、再雇用制度の導入のためのＰ

Ｒを行います。 

政策広報課 

商工観光課 
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（５）子育ての経済的負担の軽減 

① 各種手当等の支給 ② 保育料・教育費の負担軽減 ③ 医療費等の負担軽減 

④ 補装具、日常生活用具費の支給 

  

① 各種手当等の支給 

事業名 事業内容 担当課 

児童手当等の支給 児童手当、児童扶養手当、特別児童扶養手当、障害

児福祉手当などについて、制度の周知に努めます。 

子育て支援課 

福祉課 

すこやかベビー祝

金の支給 

子どもを安心して産み育てることができる町独自

のサービスです。出産者が出産日以前に町内に 6 か

月以上住所登録があり、出産後引き続き 1 年以上居

住すると見込まれる場合に「すこやかベビー祝金」を

支給します。 

子育て支援課 

② 保育料・教育費の負担軽減 

事業名 事業内容 担当課 

保育料の軽減 国の徴収基準額に対し減額措置を講じるなど保育

料の負担軽減に努めます。 

子育て支援課 

幼稚園への就園支

援 

本町には私立の幼稚園が１園ありますが、幼児教育

の選択肢を少しでも増やすため、私立幼稚園就園奨励

費の補助対象を満３～５歳児として実施していきま

す。 

学校教育課 

第３子以降への保

育料の支援 

町の少子化対策として、多子世帯の子育て費用の経

済的負担軽減を図ることを目的として、第３子以降

で、３～５歳児までの幼児園児に係る保育料１年分を

町が負担します。 

子育て支援課 

 

小中学生への就学

援助 

小・中学校に入学する児童生徒に対し応援金を送

り、小中学生の就学を援助します。 

学校教育課 

第３子以降への給

食費の支援 

町の少子化対策として、多子世帯の子育て費用の経

済的負担軽減を図ることを目的として小中学校在籍

の、第３子以降の児童生徒に係る給食費１年分を町が

負担します。 

学校教育課 

奨学激励金の支給 ひとり親家庭等を対象に、高校、工業高等専門学校

等への入学時に、奨学激励金を支給します。 

学校教育課 

③ 医療費等の負担軽減 

事業名 事業内容 担当課 

乳幼児・児童、生徒 

医療費の助成 

０歳から高校卒業までの子どもの医療費の自己負

担を無料とします。 

住民課 
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（６）子どもと家族の人権を守るための支援 

① 子どもの人権に関する啓発 ② 児童虐待防止ネットワーク等の充実 

  

④ 補装具・日常生活用具費の支給 

事業名 事業内容 担当課 

補装具費の支給 障がいのある子どもが身体機能を補充、代替するた

めに購入する補装具（車いすなど）費用の一部を支給

します。 

福祉課 

日常生活用具費の

支給 

障がいのある子どもの日常生活がより円滑に行わ

れるために必要な用具（紙おむつなど）費用の一部を

支給します。 

福祉課 

① 子どもの人権に関する啓発 

事業名 事業内容 担当課 

子どもの人権に関

する啓発 

子どもの人権に対する意識を高めるため、「子ども

の権利条約」の趣旨の啓発・普及に努めます。 

総務課 

福祉課 

子育て支援課 

人権教育の推進 学校教育の場はもとより社会教育、地域活動など

様々な場面において、人権教育を推進し、住民一人ひ

とりが人権を尊重することを自然に受け入れること

ができる地域づくりをめざします。 

特に、学校教育においては、道徳教育をとおして人

権感覚を高めるとともに、「ひびきあいの日」を設け

て人権について考え行動する機会を、全ての学校で位

置付けて実践しています。日常的には、児童生徒が相

互の「よいこと見つけ」などをして、互いのよさを認

め合う取組みにも力を入れていきます。 

総務課 

福祉課 

学校教育課 

社会教育文化課 

子育て支援課 
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② 児童虐待防止ネットワーク等の充実 

事業名 事業内容 担当課 

児童虐待の予防啓

発および早期対策 

地域と関係機関が連携して、住民に対し児童虐待を

発見した場合の通報義務についての啓発に取り組み、

早期対策につなげます。 

特に、学校生活において虐待の疑いがある場合は、

躊躇することなく、関係諸機関へ連絡するとともに、

学校にも通告義務があることを周知し、早期発見・早

期対策を講じるように努めていきます。 

子育て支援課 

福祉課 

学校教育課 

児童虐待防止ネッ

トワークの強化 

幼児園、幼稚園、学校、保健センター、民生児童委

員・主任児童委員、子育て支援センター、子ども相談

センター等の関係機関におけるネットワークを強化

し、児童虐待の防止、早期対策、援助などの総合的な

取組みを推進します。また、被害にあった子どもに対

する専門家のカウンセリング等の支援体制の迅速な

対応によって重篤化を防ぎます。 

町内外の関係諸機関の連携により、日常的に情報共

有をしたりケース会議を定期的に開催したりするこ

とによって、児童の安全安心を最優先した取組みに徹

することに努めていきます。 

子育て支援課 

福祉課 

学校教育課 

健康増進課 

ＤＶの防止と家族

への支援 

子どもの権利擁護の観点から、女性相談センター等

との連携を図り、ＤＶが子どもに与える影響を最小限

にとどめるとともに、被害に遭遇した子どもへの精神

的なケアなど必要な支援を行います。 

学校教育においては、ＤＶを受けている児童や保護

者が安心して生活ができるよう、関係諸機関と連携を

図り、その都度適切な措置が講じられるよう、最大限

配慮することに努めていきます。 

子育て支援課 

福祉課 

学校教育課 
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３ 健やかに生み育てる環境づくり 

（１）子どもと親の健康の確保と増進 

① 安全な妊娠と出産の確保 ② 母子の健康の保持と増進 ③ 保健指導・教室の充実 

  

① 安全な妊娠と出産の確保 

事業名 事業内容 担当課 

パパママ教室の充

実 

出産を迎える男女に対し、妊娠・出産・育児に関す

る正しい知識の普及を図るとともに、仲間づくりの場

とすることに重点を置いて、パパママ教室を開催して

いきます。対象は妊婦とその夫とし、出産・子育てに

あたっての心構え、必要な知識・技術についての講義

や栄養実習・歯科指導等を行うとともに、各種サービ

スや地域の中の子育て支援について周知を図ります。 

健康増進課 

妊婦健康診査の充

実 

安全な出産のため、妊婦健康診査の充実を図りま

す。また、受診率の向上を図るためのＰＲを行います。 

健康増進課 

訪問指導の充実 妊産婦の健康管理と出産後の育児不安の軽減を図

るため 、妊婦には妊婦健診結果等を基に必要に応じ

て訪問し、産婦には産後２か月頃までに全戸訪問をし

ていきます。 

健康増進課 

② 母子の健康の保持と増進 

事業名 事業内容 担当課 

乳幼児健康診査の

充実 

乳児期・１歳から３歳は子どもの発達のうえでとて

も重要な時期です。乳児（４か月児・１０か月児）・

１歳６ヶ月児・３歳児を対象とした乳幼児健康診査の

内容の充実を図ります。また、育児放棄、虐待、発達

の遅れなどが未受診の理由である場合が考えられる

ことから、受診勧奨および未受診児のフォローに努め

ます。健康診査後は幼児教室や乳幼児相談等の紹介を

行い、子育て支援センターや各幼児園・保育園等と協

力しフォローに努めます。 

健康増進課 

訪問指導の充実 訪問指導を充実します（妊婦には妊婦健診結果後、

産婦には、産後２か月頃）。 

健康増進課 
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事業名 事業内容 担当課 

感染症の予防 感染症予防のため予防接種が安全に受けられるよ

う、個別接種の推進を図るとともに、予防接種につい

ての正しい知識の普及に努めます。 

健康増進課 

乳幼児相談の充実 乳幼児の発達確認や相談の場であるとともに、親同

士の交流や情報交換の場となるような雰囲気づくり

に努めます。また、落ち着いて相談ができる雰囲気づ

くりに努めます。 

健康増進課 

③ 保健指導・教室の充実 

事業名 事業内容 担当課 

離乳食教室の充実 離乳食の基礎知識について学習し、「食」の大切さ

を学ぶ場とします。また、離乳を進める際の「目安」

を内容・量で示し、基準に合わせた画一的なものにな

らないよう進めます。 

健康増進課 

おやこ料理教室の

実施 

親子が楽しみながら料理づくりを体験し、「食」の

大切さを学ぶ場として、おやこ料理教室を実施しま

す。 

健康増進課 

社会教育文化課 

幼児教室の充実 発達相談員や歯科衛生士等の専門家による、子ども

との関わり方、遊び方、虫歯予防等を内容とした幼児

教室の充実を図ります。また、乳幼児健康診査後のフ

ォローの場としても活用します。 

健康増進課 

子育て支援課 



第４章 主な子育て関連事業 

55 

（２）食育の推進 

① 妊娠期からの生涯を通じた食育の推進 

  

① 妊娠期からの生涯を通じた食育の推進 

事業名 事業内容 担当課 

妊娠期の食育 妊婦の食生活については、胎児の健康を大きく左右

することから、妊娠期における食育の啓発を進めま

す。 

健康増進課 

乳幼児期の食育 乳幼児期の食事は、体をつくるとともに精神的な発

達にも密接に関わってきます。正しい栄養の取り方や

正しい食習慣が身につくよう、乳幼児期における食育

の啓発を進めます。 

健康増進課 

子育て支援課 

幼児園、幼稚園にお

ける食育 

保護者を離れてはじめて生活する場である幼児園、

幼稚園において、教育の一環として食に対する基本的

な知識が身につくよう、食育の啓発を進めます。 

子育て支援課 

健康増進課 

学校における食育 栄養教諭が中心となって、栄養の基礎知識や食が健

康に及ぼす影響に関する学習はもとより、安全な食品

の生産や調理と栄養の関係など「食」に関する幅広い

知識・技術の習得を、学校教育において推進していき

ます。学校給食を有効な教材として活用し、食や食材

に関する興味・関心を高めるとともに、日常的に食に

関するマナーを身に付けるようにしていきます。 

また、家庭における食育に関する実践力が身に付く

ように、食育マイスターをはじめとする食事作りのお

手伝いの機会が増えるよう啓発していきます。 

学校教育課 

給食センター 

地域における食育 食生活改善連絡協議会など関係団体等と連携しな

がら、地域における栄養や食生活に関する学習機会を

充実させます。男性や子どもが気軽に参加できる料理

教室など、楽しみながら「食」について学べる機会を

つくります。 

健康増進課 
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（３）小児医療等の充実 

① 救急医療体制の充実 ② 不妊治療、小児医療等への支援 

  

① 救急医療体制の充実 

事業名 事業内容 担当課 

救急医療体制の充

実 

広域的な連携等により、関係機関等と協力して、地

域における休日・夜間の小児医療体制の充実を図りま

す。 

健康増進課 

受診前相談体制の

整備 

救急医療提供による医療機関への過重な負担を軽

減するため、受診前の相談体制の整備を検討します。

また、住民に対しては、救急医療の知識に関する情報

提供や学習機会の提供に努めます。 

健康増進課 

② 不妊治療、小児医療等への支援 

事業名 事業内容 担当課 

不妊に悩む人への

支援 

不妊治療者の経済的負担の軽減を図るため、医療保

険適用外である治療費に対し助成を行います。不妊治

療費助成（県事業・町事業）についての周知を図りま

す。また、治療に関する情報提供や相談体制の整備に

努めます。 

健康増進課 

小児慢性特定疾患

患者への支援 

治療が長期にわたる小児慢性特定疾患にかかる医

療費は、治療研究事業費として公費で負担されます。

この制度について周知を図るとともに相談体制の充

実に努めます。 

健康増進課 

福祉課 
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（４）思春期の保健対策の充実 

① 相談体制の充実 ② 健康教育の充実 

  

① 相談体制の充実 

事業名 事業内容 担当課 

思春期相談の充実 思春期の健康や性の悩みについて適切に対応する

ため、臨床発達心理士、臨床心理士、医療機関、スク

ールカウンセラー等と連携を強化し、相談体制の充実

に努めます。 

健康増進課 

学校教育課 

② 健康教育の充実 

事業名 事業内容 担当課 

性に関する正しい

知識の普及 

性感染症が妊娠に及ぼす影響など性感染症の正し

い知識の啓発・普及を内容とした健康教育を、医師会

等の関係団体の協力のもと、次代の親となるべき中学

生を対象に実施します。 

健康増進課 

学校教育課 

飲酒・喫煙・薬物乱

用防止への教育の

推進 

子どもたちが、アルコール・薬物・タバコの害など

について正しい知識を学び、自らの健康問題を主体的

に解決する能力を高めるため、保健センターと学校保

健の連携による健康教育を実施します。 

健康増進課 

学校教育課 
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４ 子どもが安全に安心して暮らせる環境づくり 

（１）子どもの安全確保 

① 交通安全対策の充実 ② 防犯・防災対策の充実 

  

① 交通安全対策の充実 

事業名 事業内容 担当課 

交通安全教育の充

実 

子どもが正しい交通ルールを学び、交通事故の防止

につながるよう、幼児園、幼稚園、小・中学校におい

て、地域の実状に応じた交通安全教室を、警察との連

携により実施します。 

学校地域安全推進会議を開催して町内各小中学校

の関係者が交通安全教育について交流、協議して取組

みを一層充実させていきます。 

総務課 

子育て支援課 

学校教育課 

通学路等の危険箇

所の点検 

学校、ＰＴＡ、地域、関係機関の協力により、通学

路等の危険箇所の点検を実施し、必要な安全対策を行

います。通学班を中心に、児童生徒や学校安全サポー

ターによる点検、確認も実施し、実際に通学している

目で危険箇所とその対策を練っていきます。 

学校教育課 

総務課 

建設課 

チャイルドシート

貸与事業等の充実 

自動車運転時の事故による死亡を減らすため、シー

トベルトの着用義務およびチャイルドシートの正し

い使用に関する啓発を行うとともに、チャイルドシー

トの貸与を実施します。 

総務課 

スクールバスの運 

行・通学定期券の交

付 

徒歩での通学が困難な小中学校の児童・生徒に対し

て、スクールバスの運行を引き続き実施します。 

 

学校教育課 
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② 防犯・防災対策の充実 

事業名 事業内容 担当課 

子ども 110 番の家

の推進 

子どもを巻き込んだ犯罪等を未然に防ぐため、子ど

も 110 番の家など、子どもが地域で危険に遭遇して

も、駆け込める緊急避難所の充実を図ります。また、

住民同士の声かけなど、地域ぐるみで子どもを見守る

体制づくりを進めます。 

学校教育課 

子どもが犯罪から

自分を守る教育の

推進 

子ども自身が犯罪等から自分を守る教育を推進し

ます。警察の協力による具体的な防犯教室の開催を検

討します。また、学校教育の中にＣＡＰ（子どもへの

暴力防止）プログラムの導入を図り、子どもが自らの

権利について学び、生きる力を引き出す支援を検討し

ます。 

学校教育課 

地域の防犯ボラン

ティアの育成 

子どもが安心して外で遊べる地域づくりを進める

ため、地域住民による防犯ボランティアの育成を支援

します。 

総務課 

学校教育課 

日常的な非行防止

活動の推進 

万引きや未成年の喫煙・飲酒などの青少年の非行に

対し、大人が見て見ぬ振りをしないよう、家庭、学校、

地域が一体となって日常的な非行防止活動を推進し

ます。 

学校教育課 

地域防災の推進 本町は、東南海・南海地震の防災対策推進地域に指

定されています。幼児園、幼稚園、学校、地域などで

防災教育を推進するとともに、子どもに関連する施設

等の耐震補強を進めるなど地域の防災力の向上を図

ります。 

総務課 
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（２）子育てに配慮した生活環境の整備 

① 良好な住環境の整備 ② 誰もが利用しやすい公共施設等の整備 

③ 自然環境の保全 

  

① 良好な住環境の整備 

事業名 事業内容 担当課 

良好な住環境を備

えた公営住宅の整

備 

公営住宅の建設・建て替えにあたっては、設計段階

から子どもや障がいのある人、高齢者など多くの人に

配慮して、次世代に渡って住みやすい住宅となるよう

努めます。また、既存の公営住宅については、段差の

解消や手すりの設置などのバリアフリー化に努めま

す。 

建設課 

② 誰もが利用しやすい公共施設等の整備 

事業名 事業内容 担当課 

子どもに配慮した

公共施設等の整備 

公共施設の整備・改善にあたっては、ハートビル法、

交通バリアフリー法、岐阜県福祉のまちづくり条例の

基準を遵守するとともに、妊産婦や子育て家族をはじ

めとする利用者および施設関係者等から意見を聞く

など、誰もが使いやすい施設となるようユニバーサル

デザイン化を推進します。特に子育て支援という観点

から、親子連れの利用が多い場所について、オムツ交

換や親子で利用できる多目的トイレの整備、授乳スペ

ースの確保などに配慮します。 

関係各課 

子どもに配慮した

歩行空間の整備 

幼児が歩きやすく、ベビーカーでも容易に移動でき

る平坦で広い歩道の整備に努めます。また、冬期にお

ける通学路の安全確保のため、地域住民の協力のもと

除雪体制の充実を図ります。 

建設課 

妊婦・乳幼児連れに

配慮した公共施設

等の駐車場整備 

町内の公共施設などの駐車場を整備することで、利

用できる環境づくりを推進します。 

関係各課 
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③ 自然環境の保全 

事業名 事業内容 担当課 

里山や河川の保全 子どもたちが豊かな自然に抱かれて育ち、自然に親

しむことができるように、そして、それを誇りに思い、

次の世代に継承できるよう、里山や河川などの自然環

境の保全に地域ぐるみで取り組みます。 

農林振興課 

建設課 

地域における資源

循環の推進 

ごみの減量化・再資源化を、住民と行政が協働して

進めます。人と物の循環を通してごみのリサイクルは

もとより環境意識の醸成、環境ボランティアなど人材

の育成を推進します。 

生活環境課 
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支給されるもの（申請による）

すこやかベビー祝い金

児童手当の支給

児童扶養手当の支給

　・ひとり親家庭支援

特別児童扶養手当の支給

　・障がいのある子へ支援

第3子以降の保育料無料化

妊婦健康診査の助成

新生児聴覚検査助成金

「おたふくかぜ」「水痘」費用一部助成

出産育児一時金

福祉医療受給者証

私立幼稚園の保育料減免

　・揖斐幼稚園

新入学児童生徒応援金

就学援助費支給制度

第3子以降の給食費無料化

利用できる事業・施設

公立幼児園

　・通常保育

　・障がい児保育

　・土曜日保育

　・一時預かり保育

病児・病後児保育

　・揖斐厚生病院

学童保育

子育て支援の実施

(子育て支援センター）

児童発達支援事業所

（いびがわアップル）

障がい児の家庭支援

児童福祉サービス

タイムケア事業

母子健康手帳の交付

妊婦相談

パパママ教室

訪問指導の実施

乳児健康診査

１歳６か月児健康診査

３歳児健康診査

総務課 チャイルドシート貸出

福祉課

保健セ
ンター
(健康増
進課)

中学生

中学生

子育て
支援セ
ンター

子育て
支援課

１１歳 １２歳 １３歳０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 ６歳
担当課 内容

妊娠

した
ら･･

生ま

れた
ら･･

小学生

７歳 ８歳 ９歳 １０歳

保健セ
ンター
(健康増
進課)

住民課

教育委
員会
(学校教
育課)

子育て
支援課

１１歳 １２歳 １３歳０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 ６歳
担当課 内容

妊娠

した
ら･･

生ま

れた
ら･･

小学生

７歳 ８歳 ９歳 １０歳

＊平成27 年度に実施される予定の事業です。 

子育て支援に関わる事業表 
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住民基本台帳に出産前に６か月以上登録されており、かつ出産後も引き続き１年以上居住が
見込まれる方が対象です。

Ｐ４

生まれた月の翌月から、１５歳に達した年度末までの子どもを療育している方に支給されます。 Ｐ４

児童を3人以上養育している世帯の第3子以降の保育料（公立）を1年分町が負担します。 P13

「妊婦健康診査票」を持って産婦人科医で受診すると、診察料が公費で負担されます。 Ｐ３

生後２日頃、聴覚検査費用のうち初回検査と確認検査に助成があります。 Ｐ４

任意予防接種の「おたふくかぜ」「水痘（H27年度まで）」について費用の一部を助成します。　　　　 Ｐ６

被保険者・被扶養者である家族が出産された場合に支給される一時金です。 Ｐ３

高校生までの医療費を助成します。医療機関で支払う窓口負担分が無料になります。
※小学入学前、高校生世代到達前に再申請が必要（申請書は役場より送付）

Ｐ４．Ｐ１４

小中学校に入学する児童生徒に対して応援金を贈り祝福します。 P15

経済的な理由で就学が困難な小中学生の保護者に対して援助をする制度です。 P15

小中学校に在籍している児童生徒の第3子以降の給食費1年分を町が負担します。 P15

※新規事業

・集団生活が可能な障がい児を保育します。事前審査を行う場合があります。

・事前申込みによる希望保育を実施します。やまと幼児園にて実施しています。

・保護者の私的理由で保育に欠ける子どもをいび幼児園にて保育します。要事前申込

小学校１年生～６年生の児童のうち、保護者の就労等の事情から適切な保護が出来ないお子
さんを放課後お預かりするものです。

P13

障がいのある子どもの家庭を支援します。(身体障害者手帳・療育手帳等の交付）

障がいのあるお子さんが地域の中で自分らしく暮らしていくことができるように、児童発達支援
などのサービスを提供します。

障がいのあるお子さんの保護者が、お子さんの下校後や夏休みなどの長期休暇中に、就労な
どの事情から適切な保護ができない場合に、お子さんをお預かりする事業です。

母子健康手帳は、妊娠から出産、そして赤ちゃんの成長の記録となります。

妊婦の方々の様々な相談に応じます。気軽にお申し出ください。

妊娠中の食事、歯の健康、出産・育児等について年１２回開催します。個別に通知。

出生後１～２か月頃に保健師が訪問します。必要に応じ続けて支援を行います。 P4

４か月と１０か月前後のお子さんが対象です。無料で実施しています。

１歳６か月前後のお子さんが対象です。無料で実施しています。

３歳前後のお子さんが対象です。無料で実施しています。

町内在住の方に、チャイルドシートの貸し出しを行っています。（無料） P16

P19,P20,P21

P3

P5,P6

P10,P11,P12

病気中・病気の回復期にある町内在住の生後８ヶ月から小学３年生の児童を揖斐厚生病院の

病児・病後児保育室にてお預かりします。事前申込必要。
P13

子育てに関する様々な相談を受け付けています(０～18歳)。また、入園前の親子が、いつでも

気軽に遊べる場所(遊びの広場)になっています。仲間やスタッフと一緒に子育ての楽しさや喜
びを共有したり、不安や悩みを相談したりしながら、安心して子育てができる環境を提供してい

ます。妊婦・祖父母の方の利用も可能です。

P23,P24,P25

発達に心配ごとがある子どもとその保護者を対象に相談を受け付けています。また、必要に応
じて、子どもの日常生活における基本的動作の習得や集団生活への適応スキルなどを学ぶ場

を提供しています。

P20

１７歳 １８歳 １９歳 ２０歳

各幼児園にて通常保育・障がい児保育を実施しています。いび幼児園は６か月より受付可。　※脛永地

区の方で養基保育園に入園を希望される場合は養基保育所組合へ問合せください。

１４歳 １５歳 １６歳

高校生

実　施　内　容
子育てハンドブック

掲載ページ

Ｐ１8

身体または精神に障がいのある児童の福祉増進を図ることを目的として、その児童の保護者

に対して支給される手当です。
Ｐ20

私立幼稚園に通園している満３歳～５歳児の保護者の経済的な負担を軽くするため、所得に応
じて保育料を減免する事業です。（学校教育課）

Ｐ15

１７歳 １８歳 １９歳 ２０歳

１８歳に達した年度末までの児童、または２０歳未満で心身に中度の障がいのある児童で、定

められた理由の中で、父または母と生計をともにできない児童を養育している母または父、もし
くはその他の養育者に対して支給されます。所得制限があります。

１４歳 １５歳 １６歳

高校生

実　施　内　容
子育てハンドブック

掲載ページ
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第５章 事業量の見込みと確保方策 

子ども・子育て支援事業計画は、地域の人口構造や産業構造等の地域特性、教育・

保育及び地域子ども・子育て支援事業に相当する事業の利用状況、利用希望等を踏

まえて作成されることが必要であるとされています。子ども・子育て支援事業計画

の作成にあたり、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の現在の利用状況を

把握するとともに、保護者に対する調査等を行い、これらを踏まえて教育・保育及

び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みを推計したうえで、確保方策の検討を

行いました。 

１ 教育・保育提供区域の設定 

■区域設定の考え方 

保護者や子どもが居宅より容易に移動することができ、質の高い教育・保育及

び子育て支援の提供を受けることができるよう、地理的条件、人口、交通事情そ

の他の社会的条件、現在の教育・保育の利用状況、教育・保育を提供するための

施設の整備の状況、幼児期の教育と小学校教育との連携・接続などを総合的に勘

案して設定します。また、教育・保育提供区域は、教育・保育及び地域子ども・

子育て支援事業を通じて共通の区域として設定します。現在、自家用車を所有し、

送迎に使用することが通常であり、また、通園バスによる送迎も広域で利用され

ています。また、保護者の就労などにより、自宅近くの教育・保育施設などでは

なく、通勤途上や勤務地近くの施設を利用する場合もあります。 

そうした現状を踏まえ、次のような設定を行いました。 

■区域の設定 

区域設定の考え方などを総合的に勘案し、本計画における提供区域の設定

は以下のとおりとします。 

ア 教育・保育提供区域 

町域全体を 1 区域とする。 

イ 地域子ども・子育て支援事業の提供区域 

教育・保育事業の提供区域と合わせ、町内全域を提供区域の基本とする。 
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２ 量の見込みと確保方策 

（１）教育・保育の区分について 

教育・保育の必要量は、認定区分ごとに見込むこととされています。ただし、

幼稚園は、保護者の就労の有無に関わらず、希望者は利用できることになってい

ます。アンケート調査結果によると、共働きでも「幼稚園」を希望する保護者が

いることから、２号認定（満３歳以上で保育を必要とする子ども）については、

これを「幼稚園の利用希望が強い子ども」として、分けて量を見込みます。また、

３号認定（満３歳未満で保育を必要とする子ども）については、０歳と１・２歳

で職員配置基準や児童１人当たりの面積要件などが異なるため、今回、分けて量

を見込みます。 

認定区分 利用する施設 

1 号認定 ３歳以上で教育を希望している子

ども 

幼稚園 

（認定こども園） 

２号認定 ３歳以上で、「保育の必要な事由」

に該当するが、幼稚園の利用希望が

強い子ども 

幼稚園 

（認定こども園） 

３歳以上で、「保育の必要な事由」

に該当し、保育所・認定こども園で

の保育を希望している子ども 

幼児園（認可保育所） 

（認定こども園） 

３号認定 ３歳未満で、「保育の必要な事由」

に該当し、保育所・認定こども園で

の保育を希望している子ども 

幼児園（認可保育所） 

（認定こども園） 

地域型保育事業 

※認定こども園は、現在揖斐川町では事業実施されていませんが、周辺の市

町村における利用もあるため、記載しました。 
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（２）量の見込みと確保方策 

【１号認定】 

 実施時期 

平成27年度

（2015） 

平成28年度

（2016） 

平成29年度

（2017） 

平成30年度

（2018） 

平成31年度

（2019） 

① 量の見込み     ９２人   ９２人  ９２人  ９２人  ９２人 

② 確保

方策 

特定教育・保育

施設（幼稚園・

認定こども園） 

     ０人   ０人  ０人  ０人  ０人 

確認を受けない

幼稚園 

   １１０人   １１０人 １１０人  １１０人  １１０人 

② ― ①     １８人     １８人 １８人 １８人 １８人 

量の見込みの考え方 【基本量の見込み】：１号認定の量の見込みに関しては、現在の揖斐幼稚園の事

績を踏まえ設定しました。 

【年度別の見込み】： 出生率の著しい変化も見込まれないことから、平成 27 年～

平成 31 年まで同じ利用者数として見込み量を設定しました。 

確保方策に関する考え方 【確保方策】： 現在利用されている揖斐幼稚園の実績値を踏まえた確保方策の

数値で、確保可能な状況です。 
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【２号認定】 

 実施時期 

平成27年度

（2015） 

平成28年度

（2016） 

平成29年度

（2017） 

平成30年度

（2018） 

平成31年度

（2019） 

① 量の見込み 

（教育を主） 

（保育を主） 

  ３８７人  ３８７人   ３８７人   ３８７人   ３８７人 

０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

  ３８７人  ３８７人  ３８７人   ３８７人   ３８７人 

② 確保

方策 

特定教育・保育

施設（幼児園） 

  ４５９人  ４５９人   ４５９人   ４５９人   ４５９人 

② ― ① ７２人 ７２人 ７２人 ７２人 ７２人 

量の見込みの考え方 【基本量の見込み】：２号認定の量の見込みに関しては、現在町内で利用されてい

ます幼児園の事績を踏まえ設定しました。また、複数の施設利用者となるため、最

近の４カ年の平均値（387 人）を見込み量として設定しました。 

【年度別の見込み】： 出生率の著しい変化も見込まれないことから、１号認定同

様平成 27 年～平成 31 年まで同じ利用者数として見込み量を設定しました。 

確保方策に関する考え方 【確保方策】： 現在利用されている町内幼児園の実績値を踏まえた確保方策の

数値で、確保可能な状況です。 
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【３号認定】 

 実施時期 

平成27年度

（2015） 

平成28年度

（2016） 

平成29年度

（2017） 

平成30年度

（2018） 

平成31年度

（2019） 

年齢別（歳） 0 1・2 0 1・2 0 1・2 0 1・2 0 1・2 

① 量の見込み（人） ３ ９０ ３ ９０ ３ ９０ ３ ９０ ３ ９０ 

② 確保

方策 

特定教育・保育施

設（幼児園） 

６ １００ ６ １００ ６ １００ ６ １００ ６ １００ 

② ― ① （人） ３ １０ ３ １０ ３ １０ ３ １０ ３ １０ 

保育利用率（％） 4.8 38.8 5.0 39.5 5.3 40.2 5.4 41.2 5.6 42.2 

目標値（人） ６ １００ ６ １００ ６ １００ ６ １００ ６ １００ 

量の見込みの考え方 

 

 

 

 

 

（保育利用率に関する考え方 ） 

【基本量の見込み】：３号認定である３歳未満児の見込みに関しては、現在の事績

を踏まえ設定しました。（平成 26 年度実績 93 人） 

【年度別の見込み】： 出生率の著しい変化も見込まれないことから、平成 27 年～

平成 31 年まで同じ利用者数として見込み量を設定しました。（ただし、利用希望は

今後増加することも予測されることから、利用者状況を踏まえ見直しを行っていき

ます。 

【保育利用率の設定】：３歳未満の対象人口予測に対して、算出しました。 

確保方策に関する考え方 【確保方策】： 現在利用されている町内の現有施設の実績値を踏まえた確保方

策の数値で、確保可能な状況です。 

 

参考）児童数の予測（０～１・２歳児） 

 平成27年度

（2015） 

平成28年度

（2016） 

平成29年度

（2017） 

平成30年度

（2018） 

平成31年度

（2019） 

年齢別（歳） 0 1・2 0 1・2 0 1・2 0 1・2 0 1・2 

児童数（人） １２５ ２５８ １２０ ２５３ １１４ ２４９ １１１ ２４３ １０７ ２３７ 

 

※認定こども園への移行に関して 

本町の公立幼児園におきましては、幼児教育を取り入れた幼保連携の取組みを進めて

おりますが、認定こども園は幼稚園と保育園の機能を併せ持つ施設であり、保護者の就

労状況や家庭の状況等に柔軟に対応する施設でもあることから、現在の保育に更なる質

の向上を図りつつ、認定こども園への移行を慎重に検討していきます。  
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３ 地域子ども・子育て支援事業の見込みと確保方策 

（１）対象事業 

地域子ども・子育て支援事業として次のような事業が対象となっています。 

① 時間外保育事業 

② 放課後児童健全育成事業（留守家庭児童教室） 

③ 子育て短期支援事業（子育て支援短期利用事業） 

④ 地域子育て支援拠点事業 

⑤ 一時預かり事業 

⑥ 病児・病後児保育事業 

⑦ ファミリー・サポート・センター事業 

⑧ 利用者支援事業【新規】 

⑨ 妊婦健康診査事業 

⑩ 乳児家庭全戸訪問事業 

⑪ 養育支援訪問事業 

⑫ 実費徴収に係る補足給付を行う事業【新規】 

⑬ 多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業【新規】 

 

（２）量の見込み 

量の見込みは、基本的には、就学前児童及び就学児の保護者を対象者としたニー

ズ調査結果をもとに、国の手引きの手順に沿って算出し、実際の利用状況や事業特

性に応じて、補正を行い算出しました。地域子ども・子育て支援事業に関しては、

確保方策としては、現状の提供体制、事業者の意向等を踏まえ、提供体制の内容や

実施時期を設定していきます。現時点での見込み量は、おおむね提供体制が確保さ

れています。 
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（３）確保方策の考え方 

地域子ども・子育て支援事業に関しては、確保方策については、現状の提供体制、

事業者の意向等を踏まえ、提供体制の内容や実施時期を設定していきます。現時点

での見込み量は、概ね提供体制が確保されています。 

１ 時間外保育事業 

●事業内容 

通常保育時間は８時３０分から１６時３０分までとし、その前後や土曜日など、

保護者の就労形態に合わせた保育を実施しています。朝は７時３０分から８時３０

分、夕方は１６時３０分から１８時３０分、土曜保育（やまと幼児園にてまとめて

実施）は７時３０分から１８時３０分までの時間内で実施しています。平日の７時

３０分～、～１８時３０分までの預かりは平成２４年度で１７０名、平成２５年度

で１７６名の利用があります。また、土曜保育は平成２４年度で６８６名、平成２

５年度で７７３名となっております。 

１８時３０分から１９時までの延長保育はいび幼児園にて実施しております。 

●見込み量と確保方策 

                実施時期            （実利用人数/年） 

平成27年度

（2015） 

平成28年度

（2016） 

平成29年度

（2017） 

平成30年度

（2018） 

平成31年度

（2019） 

① 量の見込み     ９人      ９人      ９人 ９人 ９人 

② 確保

方策 

時間外保育 

事業 

    ９人      ９人 ９人 ９人 ９人 

‘② ― ①     ０人      ０人 ０人 ０人 ０人 

量の見込みの考え方 

 

 

 

 

 

【基本量の見込み】：利用者の見込みに関しては、現在のいび幼児園における事

績を踏まえ設定しました。（平成２３年度～平成２５年度平均実績９人） 

【年度別の見込み】： 出生率の著しい変化も見込まれないことから、平成 27 年～

平成 31年まで同じ利用者数として見込み量を設定しました。（ただし、利用希望は

今後増加することも予測されることから、利用者状況を踏まえ見直しを行っていき

ます。 

確保方策に関する考え方 【確保方策】： 現在利用されている現有施設の実績値を踏まえた確保方策の数

値で、確保可能な状況です。 
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２ 放課後児童健全育成事業（留守家庭児童教室） 

●事業内容 

両親が共働きなどのため、保護者が昼間家庭にいない児童に対して、児童館や

学校の余裕教室等で、放課後に適切な遊び、生活の場を与えて健全育成を図る事

業です。揖斐川町では、「揖斐川町留守家庭児童教室」として実施しています。 

 

●見込み量と確保方策 

                実施時期            （実利用人数/年） 

平成 27 年

度（2015） 

平成28年度

（2016） 

平成29年度

（2017） 

平成30年度

（2018） 

平成31年度

（2019） 

① 量の見込み  

 低学年 

８０人 ８４人 ８８人 ９２人 ９６人 

         

高学年 

２０人 ２２人 ２４人 ２７人 ３０人 

② 確保

方策 

放課後児童

健全育成事

業 

１５０人 

 

１５０人 

 

１５０人 

 

１５０人 

 

１５０人 

 

②－①    ５０人     ４４人 ３８人 ３１人 ２４人 

量の見込みの考え方 

 

 

 

 

 

【基本量の見込み】：現在は小学4年生までで受け入れを実施していますが、新制

度における小学 6年生までの対応にしていく予定です。 

高学年を１０％程度増加（毎年 8％～18％増加しています。） 

【年度別の見込み】： 利用実態を反映した形で、利用見込みを行いました。利用

している１年生が６年生まで利用するものと想定し、設定しました。 

低学年は５％、高学年は１０％増加傾向を反映した見込み量と設定しました 

確保方策に関する考え方 【確保方策】： 現在利用されている現有施設の実績値を踏まえた確保方策の数

値で、確保可能な状況です。 
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３ 子育て短期支援事業 

●事業内容 

保護者が疾病等の社会的事由により、家庭での児童の養育が困難となった場合

や、短期に保護を必要とする場合等に、児童養護施設等で一時的に養育・保護す

る事業です。 

●見込み量と確保方策 

              実施時期             （延べ利用人数/年） 

平成 27 年

度（2015） 

平成28年度

（2016） 

平成29年度

（2017） 

平成30年度

（2018） 

平成31年度

（2019） 

① 量の見込み ８人 ８人 ８人 ８人 ８人 

② 確保

方策 

子育て短期

支援事業 

８人 ８人 ８人 ８人 ８人 

② ― ①     ０人      ０人 ０人 ０人 ０人 

量の見込みの考え方 

 

【基本量の見込み】：アンケート調査結果から利用者を８人と見込みました。 

【年度別の見込み】： 年度による変化も著しい変動はないものとして、同じ数値を

採用しました。 

確保方策に関する考え方 【確保方策】： 近接市町村（大垣等）との連携により、確保可能な状況としていき

ます。 
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４ 地域子育て支援拠点事業 

●事業内容 

育児不安などについての相談・指導、子育てサークル等への支援、子育てに関

する情報提供、園庭の開放、育児講座等の事業を行い、地域の子育て家庭に対す

る支援を行う事業です。 

 

●見込み量と確保方策 

                実施時期           （延べ利用人数/年） 

平成 27 年

度

（2015） 

平成 28年度

（2016） 

平成 29年度

（2017） 

平成 30年度

（2018） 

平成 31年度

（2019） 

① 量の見込み ６，６００人  ６，６００人 ６，６００人 ６，６００人 ６，６００人 

② 確保

方策 

子育て支援

センター 

６，６００人  ６，６００人 ６，６００人 ６，６００人 ６，６００人 

② ― ①     ０人      ０人 ０人 ０人 ０人 

量の見込みの考え方 

 

 

 

 

 

【基本量の見込み】： 平成 22 年度～平成 25 年度における利用者数の平均値

（6,559 人）のため、基本量は、6,600 人と設定しました。 

【年度別の見込み】： 利用実態把握は、すべての利用者を延べ人数とて把握さ

れているため、児童数の推移が年度ごとの数値にはリンクしないため、利用者平

均値をスライドさせて、年度の見込み値として設定しました。 

確保方策に関する考え方 【確保方策】： 現在利用されている現有施設の実績値を踏まえた確保方策の数

値で、確保可能な状況です。 
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５ 一時預かり事業 

●事業内容 

幼児園では、保護者の疾病、就労等により一時的に育児が困難な場合、または

育児疲れから育児負担を一時的に軽減したい場合等に利用できる一時預かり保育

を町内１園において実施しています。また、幼稚園では、在園児を対象に、通常

の教育時間の前後や土曜・日曜、長期休業中に教育を行っています。 

●見込み量と確保方策（幼児園） 

                実施時期             （利用人数/日） 

平成27年度

（2015） 

平成28年度

（2016） 

平成29年度

（2017） 

平成30年度

（2018） 

平成31年度

（2019） 

① 量の見込み ２５０人 ２５０人 ２５０人 ２５０人 ２５０人 

② 確保

方策 

一時預かり

事業 

２５０人 ２５０人 ２５０人 ２５０人 ２５０人 

‘② ― ① ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

量の見込みの考え方 

 

 

 

【基本量の見込み】：利用者の見込みに関しては、現在のいび幼児園における事

績：平成 24～26 年度見込みの３年間の平均 250 人)を踏まえ設定しました。 

【年度別の見込み】： 出生率の著しい変化も見込まれないことから、平成 27 年～

平成 31 年まで同じ利用者数として見込み量を設定しました。 

確保方策に関する考え方 【確保方策】： 現在利用されている現有施設の実績値を踏まえた確保方策の数

値で、確保可能な状況です。 

●見込み量と確保方策（幼稚園） 

                実施時期               （利用人数/日） 

平成27年度

（2015） 

平成28年度

（2016） 

平成29年度

（2017） 

平成30年度

（2018） 

平成31年度

（2019） 

① 量の見込み ３５人 ３５人 ３５人 ３５人 ３５人 

② 確保

方策 

一時預かり事

業（在園児対

象型） 

３５人 ３５人 ３５人 ３５人 ３５人 

‘② ― ① ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

量の見込みの考え方 

 

 

 

【基本量の見込み】：利用者の見込みに関しては、揖斐幼稚園における実績 

（３５人・1 日当たり）を踏まえ設定しました。 

【年度別の見込み】： 出生率の著しい変化も見込まれないことから、平成 27 年～

平成 31 年まで同じ利用者数として見込み量を設定しました。 

確保方策に関する考え方 【確保方策】： 現在利用されている現有施設の実績値を踏まえた確保方策の数

値で、確保可能な状況です。 
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６ 病児・病後児保育事業 

●事業内容 

児童が病気または病気の回復期にあり、集団保育が困難な時期に一時的に当該

児童の保育を行う事業です。 

病気または病気の回復期にあり、集団保育等が困難な児童（病後児）を、揖斐

厚生病院において一時的に預かる体制を整えています。 

 

●見込み量と確保方策 

                実施時期          （延べ利用人数/年） 

平成 27 年度

（2015） 

平成 28 年

度（2016） 

平成 29 年

度（2017） 

平成 30 年

度（2018） 

平成 31 年

度（2019） 

① 量の見込み ９０人 ９０人 ９０人 ９０人 ９０人 

② 確保

方策 

病児・病後

児保育事業 

９０人 ９０人 ９０人 ９０人 ９０人 

‘② ― ① ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

量の見込みの考え方 

 

 

 

【基本量の見込み】：利用者の見込みに関しては、利用実績が平成 26 年度 11

月で 30 人以上となっており、年間 80 人程度の利用を想定しています。実績

見込みを参考に、現状の見込み値の約１割増程度を推計値として設定してい

ます。 

【年度別の見込み】： 出生率の著しい変化も見込まれないことから、平成 27 年～

平成 31 年まで同じ利用者数として見込み量を設定しました。 

確保方策に関する考え方 【確保方策】： 現在利用されている現有施設の実績値を踏まえた確保方策の数

値で、確保可能な状況です。 （現有のシステムで確保可能となっています。） 
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７ ファミリー・サポート・センター事業 

●事業内容 

育児の援助を受けたい人（依頼会員）と、行いたい人（提供会員）を会員登

録し、会員相互間で育児の援助を行う事業です。現在実績はありません。 

●見込み量と確保方策 

                実施時期            （延べ利用人数/年） 

平成 27 年

度

（2015） 

平成 28年度

（2016） 

平成 29年度

（2017） 

平成 30年度

（2018） 

平成 31年度

（2019） 

① 量の見込み 低学年 

         高学年 

１８７人 １９８人 １８７人 １７２人 １６２人 

１１３人 １１２人 １０３人 １０４人 ９７人 

② 確保

方策 

ファミリーサ
ポートセンタ
ー事業 

０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

‘② ― ①   低学年 

高学年 

△１８７人 △１９８人 △１８７人 △１７２人 △１６２人 

△１１３人 △１１２人 △１０３人 △１０４人 △９７人 

量の見込みの考え方 

 

【基本量の見込み】：アンケート調査結果から利用者を見込みました。 

【年度別の見込み】： 年度による変化も対象年齢の推計人口値を採用しました。 

確保方策に関する考え方 【確保方策】： 子育て支援事業として、実施可能な事業として、実施可能な体制

整備の支援を検討していきます 

 

８ 利用者支援 

●事業内容 

利用者の個別ニーズを把握し、相談や情報収集・提供、利用支援等を行い、

教育・保育施設や地域子育て支援事業等の関係機関との連絡・調整を行う事業

です。なお、新規事業であり、実績はありません。 

●見込み量と確保方策 

                実施時期 

平成27年度

（2015） 

平成28年度

（2016） 

平成29年度

（2017） 

平成30年度

（2018） 

平成31年度

（2019） 

① 量の見込み ― ― ― ― ― 

② 確保方策 ― ― ― ― ― 

‘② ― ① ― ― ― ― ― 

量の見込み及び確保方

策に関する考え方 

 

本町では、計画期間中の当事業の実施は見込まず、今後とも町の担当課窓口に

おいて、教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事業等に関する相談支援・利

用支援の充実に努めます。 
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９ 妊婦健康診査事業 

●事業内容 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、①健康状

態の把握、②検査計測、③保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要

に応じた医学的検査を実施する事業です。 

 母子健康手帳を交付する時などに妊婦健康診査受診票を交付しています。 

                実施時期              （延べ人数/年） 

平成27年度

（2015） 

平成28年度

（2016） 

平成29年度

（2017） 

平成30年度

（2018） 

平成31年度

（2019） 

① 量の見込み １２０人 １１６人 １１４人 １１０人 １０７人 

② 確保方策 １２０人 １１６人 １１４人 １１０人 １０７人 

‘② ― ① ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

量の見込み及び確保方

策に関する考え方 

健やかな妊娠、出産のため今後も妊婦健診項目を増加し内容の充実に努めると

ともに、継続実施に努めます。 

既存の実績状況から、確保可能となっています。 

（参考）今回の０歳児の推計結果 

 
＊⑨妊婦健康診査事業及び⑩乳児家庭全戸訪問事業の見込み量は、各計画年度の０歳児推計結果を

基に、設定しました。 

 

10 乳児家庭全戸訪問事業 

●事業内容 

生後２か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提

供や養育環境等の把握を行う事業です。 

 １～２か月児を対象に訪問し、乳児健診の案内を配布するとともに子育ての状況

や子どもの様子、養育環境等を把握しています。 

                  実施時期            （延べ人数/年） 

平成27年度

（2015） 

平成28年度

（2016） 

平成29年度

（2017） 

平成30年度

（2018） 

平成31年度

（2019） 

① 量の見込み １２０人 １１６人 １１４人 １１０人 １０７人 

② 確保方策 １２０人 １１６人 １１４人 １１０人 １０７人 

‘② ― ① ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

量の見込み及び確保方

策に関する考え方 

核家族が多く、子育てに悩む親が多い現在、母子保健・子育て支援事業推進のた

め、悩みの傾聴や情報提供、養育環境等の把握に努めていきます。既存の実績

状況から、確保可能となっています。 

年齢 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年
  0歳 123 120 116 114 110 107
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11 養育支援訪問事業 

●事業内容 

支援の必要な妊婦や乳幼児健診等で育児不安の高い保護者等、養育上の問題

を抱える家庭に対して、保健師が訪問し、指導や助言を行うことにより、児童

虐待の予防や子育て支援を行う事業です。  

                実施時期             （延べ人数/年） 

平成 27 年度

（2015） 

平成 28 年

度（2016） 

平成 29 年

度（2017） 

平成 30 年

度（2018） 

平成 31 年

度（2019） 

① 量の見込み ― ― ― ― ― 

② 確保方策 ― ― ― ― ― 

‘② ― ① ― ― ― ― ― 

量の見込み及び確保方

策に関する考え方 

 

本町では、計画期間中の当事業の実施は見込まず、今後とも町の担当課窓口に

おいて、対応する予定とし、実績に応じて体制の検討を行います。 

 

12 実費徴収に係る補足給付を行う事業【提供区域：町全域】 

●事業内容 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護

者が支払うべき日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要す

る費用又は行事への参加に要する費用等を助成する事業です。 

 

13 多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業【提供区

域：町全域】 

●事業内容 

特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究その他

多様な事業者の能力を活用した特定教育・保育施設等の設置又は運営を促進す

るための事業です。 
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第６章 重点施策の推進 

本計画期間において、次の項目について、子育て関連事業に関わる重点施

策を取組むこととします。 

 

案① 保育施設の整備促進 

町内の保育施設については、老朽化により順次計画的に改築・新築を進めて

います。現在、やまと幼児園・きたがた幼児園の残り２園の対応が求められて

いることから、平成２７年度より建替えを実施していきます。施設整備を進め

るにあたり、ゆとりのある保育施設の充実を図り、町の子育て支援の拠点づく

りを進めていきます。 

 

案② ファミリー・サポート・センター事業の実施 

本計画で実施しましたニーズ調査によると、ファミリー・サポート・センタ

ーの実施要望が多くあります。また、「岐阜県少子化対策総合プログラム」に

おいて、「４つのゼロ」プロジェクトの推進（保育所待機児童ゼロ、病児・病

後児保育未実施ゼロ、放課後児童クラブ未実施小学校区ゼロ、ファミリー・サ

ポート・センター未実施ゼロ）をしております。ファミサポセンターは育児の

援助を受けたい人（依頼会員）と、行いたい人（提供会員）を会員登録し、会

員相互間で育児の援助を行う事業である趣旨を踏まえ、提供会員の育成・会員

登録を計画的に進め、実施に向けて取り組んでいきます。 

 

案③ 留守家庭児童教室（放課後児童クラブ）の拡充 

子ども・子育て支援新制度においては、放課後児童クラブは小学６年生まで

となります。本町では小学４年生（夏休みは小学６年生まで）までを対象に実

施しておりますが、平成２７年度より、小学６年生まで対応していきます。ま

た、未実施小学校区においても、要望調査を実施して最低人員を超える場合は

対応していきます。 

 

案④ 子育て支援に向けた更なる連携の強化の取組み 

本町では、妊娠期から子育て期にわたるまで、町が進める様々な支援
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体制により子育て支援を進めています。妊娠・出産・子育てに向けて、

切れ目のない子育て支援サービスを提供していくために、各機関が連携

を更に強くして、子育て支援が行える「子育て支援ネットワークの構築」

を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

子ども・子育て基盤 保健・医療基盤 

学校・教育基盤 

公立幼児園 

私立幼稚園 

留守家庭児童 

子育て支援センター 

学校 

健康増進課 

保健センター 

教育委員会 

福祉課 

住民課 

子育て支援課 

病児・病後児保育 

発達支援事業所 

医療機関 

かかりつけ医 療育相談 

タイムケア事業 

社会教育施設 
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第７章 計画の推進 

 １ 推進体制 

本計画は、国や県との連携や協力はもちろんのこと、住民をはじめ地域や関

係団体、事業者等が子どもの立場に立ち、それぞれ役割を担い、協働して計画

の実現を図るものとします。 

 

＜家庭の役割＞ 

  家庭は、子どもの人間形成や基本的な生活習慣を養う基本的な場であるととも

に、保護者は時代を担う子どもを養育する主体であるという自覚を持ち、助け合

いながら、家庭としての責任を果たしていきます。 

 

＜教育・保育施設等の役割＞ 

  幼児園、幼稚園、学校は、子どもの学びや育ちの場として重要な役割を担って

います。その専門的知識や技術を活用し、地域における学びや保育、子育て支援

の拠点としての役割を果たしていきます。 

 

＜地域社会の役割＞ 

  地域住民や地域団体等は、子どもは地域の宝物として認識し、子育てを地域全

体で担わなければなりません。それぞれの個人や団体が持つそれぞれの特性や専

門的機能を発揮して、子育て家庭を守り、支援する役割を果たすよう努めます。 

 

＜町の役割＞ 

  国や県と連携して、すべての子どもが健やかに生まれ育つ環境整備と子育て家

庭のニーズに応じた適切な支援を行うため、各施策を総合的・計画的に推進しま

す。 
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 ２ 進捗管理 

計画の適切な進行管理を進めるために、庁内関係各課において施策

の進捗状況について把握するとともに、「PDCA サイクル」による「継

続的改善」の考え方を基本として点検・評価し、これに基づき施策を

実施するものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画の策定（見直し） 

PLAN 

定期的に点検・評価 

CHECK 

施策の実施 

教育・保育の確保 

DO 

取り組みの見直し、改善 

ACTION 
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資料編 

 

○揖斐川町子ども・子育て会議条例 

平成 25 年 6 月 13 日 

条例第 18号 

(設置) 

第 1 条 子ども・子育て支援法(平成 24年法律第 65 号。以下「法」という。)第 77 条第 1

項の規定に基づき、揖斐川町子ども・子育て会議(以下「子育て会議」という。)を設置

する。 

(所掌事務) 

第 2 条 子育て会議は、法第 77 条第 1項各号に掲げる事務を処理するものとする。 

(組織) 

第 3 条 子育て会議は、委員 15 人以内をもって組織する。 

2 委員は、法第 7条第 1項に規定する子ども・子育て支援に関し学識経験のある者その他

町長が必要と認める者のうちから、町長が任命する。 

(委員の任期) 

第 4 条 委員の任期は、2年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期

は、前任者の残任期間とする。 

2 委員は、再任されることができる。 

(会長及び副会長) 
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第 5条 子育て会議に会長及び副会長を置き、委員の互選により選出する。 

2 会長は、子育て会議を代表し、会務を総理し、会議の議長となる。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

(会議) 

第 6 条 子育て会議の会議は、会長が必要に応じて招集する。 

2 子育て会議は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

3 子育て会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

(協力の要請) 

第 7 条 会長は、特に必要があると認めるときは、委員以外の者に対し、資料の提出、意

見の開陳、説明その他必要な協力を求めることができる。 

(庶務) 

第 8 条 子育て会議の庶務は、子育て支援に関する施策を所掌する課において処理する。 

(委任) 

第 9 条 この条例に定めるもののほか、子育て会議の運営に関し必要な事項は、別に規則

で定める。 

附 則 

この条例は、平成 25 年 7月 1 日から施行する。 

 

  

http://www1.town.ibigawa.gifu.jp/reiki/reiki_honbun/r133RG00000850.html#l000000000
http://www1.town.ibigawa.gifu.jp/reiki/reiki_honbun/r133RG00000850.html#l000000000
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揖斐川町子ども・子育て会議委員名簿（H26） 

氏  名 役   職 

梅木 真寿郎 花園大学社会福祉学部准教授 

所   信宏 
揖斐川町ＰＴＡ連合会会長 

（春日小学校ＰＴＡ会長） 

土屋  美紀 
揖斐川町保護者会連合会会長 

（やまと幼児園） 

高橋 紀久子 主任児童委員（代表） 

粟野   均 
揖斐川町公民館長（代表） 

（中央公民館長） 

井口  治彦 揖斐川町社会福祉協議会事務局長 

竹中  芳和 
揖斐川町校長会会長 

（坂内小中学校） 

佐木 みどり 揖斐幼稚園園長 

林   豊子 
幼児園園長（代表） 

（いび幼児園） 

安藤  宣幸 西濃子ども相談センター所長 

後藤 加壽美 揖斐厚生病院小児科部長 
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